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第2章
地球温暖化にいち早く対応する現在世代の責任
－チャレンジ25－

第1節　増加する地球温暖化の被害

　地球温暖化については、人為起源による気候変化、
影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、社
会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的
として、1988 年（昭和 63 年）に世界気象機関（WMO）
と国連環境計画（UNEP）により設立された「気候変
動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental 
Panel on Climate Change）」などを中心に、科学的な
知見の集積が進められてきました。最新の報告書であ
る IPCC 第 4 次評価報告書では、「気候システムの温
暖化には疑う余地がない。このことは、大気や海洋の
世界平均温度の上昇、雪氷の広範囲にわたる融解、世
界平均海面水位の上昇が観測されていることから今や
明白である。」とされています（図 2-1-1）。

　地球温暖化による影響の可能性がある事象として、
極地や高地の雪氷の減少、森林火災や干ばつの増加、
強い台風の増加などが挙げられます。例えば、北極の
年平均海氷面積が 10 年当たり 2.7［2.1～3.3］％縮小し、
特に夏季においては 10 年当たり 7.4［5.0～9.8］％と、
大きな縮小傾向にあります（［　］の中の数値は最良
の評価を挟んだ 90％の信頼区間）。
　図 2-1-2 からも海氷の減少傾向が読み取れます。図
2-1-4 は、衛星観測による昭和 54 年 9 月と平成 19 年 9
月の海氷の状況を比べたもので、平成 19 年は、北極
の海氷面積が観測史上最小となりました。IPCC 第 4
次評価報告書では、北極の晩夏の海氷は、21 世紀後
半までにはほぼ完全に消滅するとの予測もあるとされ

1　現在生じている被害
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物理・生物環境の変化に関する29,000以上のデータのうち、
89％以上が温暖化への反応として予想される方向性と一致した。
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※「極地」は海洋や淡水生物環境での観測された変化を含む。「海洋・淡水」は、海洋、小島岬及び大陸の中の地点や広域において観測された変化を含む。広
域な海洋変化の観測地点は地図上に示されていない。
※1：観測結果は、577の研究成果の約80,000のデータ群から選ばれた、約29,000のデータ（約75の研究成果に基づく）から得られたものである。デー

タ選出の基準は以下の3点である。（1）データが1990年以降に終了していること、（2）最低20年間継続されていること、（3）いずれかの方向に
有意な変化を示していること

※2：ここでの物理環境とは氷雪、凍土、水循環、沿岸部などに関する物理的な事象を、生物環境とは陸上、海洋、淡水における生物に関する事象を意味する
出典：IPCC第４次評価報告書統合報告書政策決定者向け要約

図2-1-1　世界各地で観測※1された物理・生物環境※2の変化と温暖化の相関
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第1節　増加する地球温暖化の被害

ています。アフリカ大陸最高峰のキリマンジャロでは、
太陽の日射量の変化、植生変化、人間の干渉など複数
の要因も重なって、氷河と積雪面積が後退しているこ
とは明らかです（図 2-1-3）。
　森林火災に関するカリフォルニア大学等の研究では、
アメリカ西部において 1970 年代以降に春から夏にか
けての気温が 2℃程度高くなる年が増加しているとの

結果が示されています。このため、1980 年代半ばか
ら森林火災が急増しており、1970～1986 年（昭和 45
～61 年）の平均と比べて、火災の頻度が約 4 倍、焼
失面積が 6.7 倍以上となっていることが分かっていま
す。
　森林火災の原因は、地球温暖化を一因とする気温上
昇、干ばつや降雨の状況などさまざまですが、アメリ
カ航空宇宙局（NASA）の統計では、多い年で年間約
50 万平方キロ（＝ 5,000 万 ha）の森林が世界で焼失
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図2-1-2　北極域の海氷域面積の年最小値の経年変化
（1979年～2008年）

出典：NASA
（http://earthobservatory.nasa.gov/IOTD/view.php?id=3054）

1993年2月

2000年2月

図2-1-3　キリマンジャロの氷冠と積雪の変化

注：昭和54年の海氷分布はNASAの走査型多周波マイクロ波放射計（SMMR）、平成19年はJAXAの改良型高性能マイクロ波放射計（AMSR-E）による
観測データ

出典：独立行政法人宇宙航空研究開発機構

昭和54年9月 平成19年9月

図2-1-4　衛星観測による昭和54年9月と平成19年9月（観測史上最小面積時）の北極の海氷の比較

出典：MODIS Rapid Response System Global Fire Map
　　　（http://rapidfire.sci.gsfc.nasa.gov/firemaps/）

図2-1-5　衛星（MODIS）の検知した世界の森林火災
（平成22年3月22日～31日）
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しているとされています（図 2-1-5）。これは、植林、
植生の修復、森林の自然回復による増加等を差し引い
て年間に減少する森林面積約 730 万 ha の 7 倍にも相
当します。また、アメリカ国立大気研究センターの研
究では、アメリカ本土とアラスカでの森林火災で年間
約 2.9 億トンの二酸化炭素が排出されると推定してい
ます。IPCC第 4 次評価報告書によると、森林火災に
よる地球全体の年間の二酸化炭素放出量は、62～150
億トンと見積もられています。さらに、オーストラリ
アでは、2000年代に入ってから干ばつが頻繁に起こり、
小麦の生産量が大きく変動しています（図 2-1-6）。
　国内において、地球温暖化が寄与していると考えら
れる事例として、熱中症患者の増加、デング熱等を媒
介するヒトスジシマカの分布拡大、生物の分布が北方
あるいは高標高に変化する現象、コメや果実の品質低
下などがすでに起きています。
　熱中症患者の推移をみると、多くの都市で平成 19 年

に過去最大の熱中症患者（救急搬送数）を記録するなど、
熱中症患者の増加が報告されています（図 2-1-7）。
　また、健康に影響を与えることとして、感染症を媒
介する蚊などの分布拡大も確認されています。ヒトス
ジシマカが生息する条件として年平均気温がおよそ
11℃程度とされており、1950 年代には栃木県が分布
の北限でしたが、2000 年代には東北北部にまで分布
拡大が確認さています（図 2-1-8）。
　生物への影響としては、生物の分布が北方あるいは
高標高に変化する現象が報告さています。例えば、ナ
ガサキアゲハは、分布の北限地の平均気温が 15℃程

その他

中国

エジプト

インド

マレーシア

韓国

インドネシア

日本

干
ば
つ

干
ば
つ

干
ば
つ

干
ば
つ

生産量

輸出量

約21,400千トン

（千トン）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1994 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 （年）
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図2-1-6　オーストラリアの小麦生産量及び輸出量
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図2-1-7　地域別に見た熱中症患者の年次推移
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図2-1-8　東北地方におけるヒトスジシマカ分布の
北限の変化
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第1節　増加する地球温暖化の被害

　近年、地球温暖化の将来予測に関する研究が進み、
一定の不確実性を含みつつも 50 年、100 年後の地球
の姿が描かれるようになってきています。ここでは、
気候の変化として強い台風の増加、大雨の発生頻度、
海面の上昇、熱帯夜や冬日の増減、また、地球温暖化
の影響としてブナ林の適域の減少、マツ枯れ危険域の
拡大について、まず、わが国に関する将来予測につい
て取り上げます。
　台風の将来予測については、高解像度の全球大気気
候モデルを用いることで台風の再現性が向上し、地球

温暖化に伴う台風の変化予測の信頼性が向上していま
す。このモデルを用いた結果、地球温暖化に伴って発
生する熱帯低気圧の総数は減少するものの、全球的に
「非常に強い（最大風速 44m／s 以上）」熱帯低気圧（台
風を含む）の数が増え、これに伴う雨も強くなる傾向
が示されました（図 2-1-13）。また、高解像度の地域
気候モデルによる大雨の頻度の予測として、日降水量
が 100mm 以上に達する大雨の日数は、21 世紀末の
20 年間と 20 世紀末の 20 年間を比較して、九州の南
部を除き、多くの地域で増加すると予測されています

2　将来予測される被害

整粒

背白粒

乳白粒

写真提供：九州沖縄農業研究センター森田敏上席研究員

図2-1-11　コメの白未熟粒による品質低下

写真提供：農業・食品産業技術総合研究機構果樹研究所カンキツ研
究チーム

高温、水不足で
日焼けが起き、
品質が低下して
しまう。

図2-1-12　ミカンの「日焼け果」
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出典：北原正彦「チョウ類の分布域拡大現象と地球温暖化」（2008年，昆
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図2-1-9　ナガサキアゲハの分布北上
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資料：環境省

図2-1-10　石西礁湖におけるサンゴの白化率

度とされており、1950 年代から 2000 年代にかけて分
布の北上が確認されています（図 2-1-9）。また、高山
植物群落の衰退やサンゴの白化なども確認されていま
す（図 2-1-10）。
　さらに、農作物への影響をみると、高温により、コ
メでは白未熟粒（白濁した玄米）や胴割れ（玄米に亀
裂が生じる）、ミカンでは日焼け果の発生などの影響
が生じています（図 2-1-11、12）。
　これらの現象が地球温暖化によるものか、短期間の

単発的な高温の影響によるものか断定することはむず
かしいと言えます。これは、日本全国の平均気温を見
ても、長期的には過去 100 年間で約 1.1℃上昇してい
ますが、短期的には平成 16 年に平年差で＋ 1.00℃を
記録することもあり、どちらが原因かを見分けること
がむずかしいためです。これらの被害の原因が、直接
的には短期的な高温の影響であっても、背景としては、
長期的な地球温暖化が影響している可能性が高いと考
えられています。
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（図 2-1-14）。
　環境省地球環境研究総合推進費による戦略的研究開
発プロジェクト「温暖化の危険な水準及び温室効果ガ
ス安定化レベル検討のための温暖化影響の総合的評価
に関する研究（以下「温暖化影響総合予測プロジェク
ト」という。）」によると、地球温暖化に対して何も対
策をとらない場合 2100 年までに世界平均で海面水位
が約 25cm 上昇すると予測されています。また、同シ
ナリオで西日本の高潮浸水面積を予測したところ、21
世紀末には年間約 200km2 増加することが示され、こ
れまで相対的に海岸の防水水準が低かった地域に浸水
の危険があると試算されました（図 2-1-15）。
　すでに、熱帯夜の増加や冬日の減少は肌で感じるよ
うになってきていますが、文部科学省・気象庁・環境
省が 2009 年 10 月にまとめた温暖化の観測・予測及び
影響評価統合レポート「日本の気候変動とその影響」
によると、日本各地の 100 年後の冬日（日最低気温 0
℃未満）の日数は、特に、本州の山間部や東北地方、
北海道で減少が大きく、熱帯夜（日最低気温 25℃以上）

の日数は関東地方と近畿以南での増加が大きいと予測
されています（図 2-1-16）。
　こうした気温の変化は、植生などに大きな影響を及
ぼします。温暖化影響総合予測プロジェクトでは、何
も対策を行わない場合、21 世紀末にはブナ林の分布
適域が 7割弱減少すると予測されており、また、マツ
枯れの危険域についても、20 世紀末にはマツ枯れ危
険域ではなかったマツ分布地域のうち約 5割が新たに
危険域となると予測されています（図 2-1-17）。
　一方、諸外国に関しても、将来の地球温暖化の影響
についてさまざまな予測がなされています。地球温暖
化の影響には、洪水リスクの増大や水供給量の低下な
ど「水」を介したものが多く、その被害は、地球温暖
化が進むにつれて急激に増加するものと考えられます。
また、気候変動は、特に開発途上地域において大きな
脅威となります。これらの地域はもともと温暖な場合
が多く、降雨パターンの大きな変化によって被害を受
けやすい状況にあります。また、開発途上国の経済は、
気候変動の影響を強く受ける農業に依存している場合
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図2-1-13　温暖化実験による熱帯低気圧の強度別に示
した熱帯低気圧の年平均出現数の頻度分布
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出典：文部科学省、気象庁、環境省「日本の気候変動とその影響」
（2009年10月）

図2-1-14　日本各地の降水量の変化の予測
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出典：温暖化影響総合予測プロジェクトチーム2009　　　

450S／温室効果ガス濃度450ppm、2100年時点の気温上昇約2.1℃（産業革命前比）のシナリオ
550S／温室効果ガス濃度550ppm、2100年時点の気温上昇約2.9℃（産業革命前比）のシナリオ
BaU／ 2100年時点の気温上昇が約3.8℃（産業革命前比）のシナリオ

図2-1-15　シナリオ別の世界全体の海面上昇量及び西日本の高潮浸水面積
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第1節　増加する地球温暖化の被害

が多く、このことも大きなリスク要因となっています。
最後に、貧困ゆえに、自力では気候変動への対応策を
講じることが困難な場合が多いのです。
　以下、表 2-1-1 に、IPCC第 4 次評価報告書に示さ

れたアフリカ、アジア、ラテンアメリカ及び小島嶼地
域に関して予測されている気候変動の影響事例をまと
めました。
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マツ枯れ危険域に変わっていく割合ブナ林の適域変化

出典：温暖化影響総合予測プロジェクトチーム2009　　　

450S：温室効果ガス濃度450ppm、2100年時点の気温上昇約2.1℃（産業革命前比）のシナリオ
550S：温室効果ガス濃度550ppm、2100年時点の気温上昇約2.9℃（産業革命前比）のシナリオ
BaU：2100年時点の気温上昇が約3.8℃（産業革命前比）のシナリオ

図2-1-17　地球温暖化による日本への影響（ブナ林の適域変化、マツ枯れ危険域に変わっていく割合）
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注1：2081～2100年の20年平均値と1981～2000年の20年平均値との差
　2：水平解像度20kmの地域気候モデル（RCM20）によるA2シナリオの予測結果
　3：この計算結果は、単一モデルによる単一シナリオの結果であり、モデル・シナリオが異なると計算結果に違いが生じる可能性がある
出典：文部科学省、気象庁、環境省「日本の気候変動とその影響」（2009年10月）

図2-1-16　日本各地の熱帯夜及び冬日の年間出現日数の変化（単位：日）

3　必要な対応策

　これまでみてきたように、地球温暖化が寄与してい
ると考えられる被害はすでに現実のものとして発生し
始めており、適切な適応策（気候の変動やそれに伴う

気温・海水面の上昇などに対して自然や人間社会のあ
り方を調整することで悪影響を軽減するための方策）
を講じることが必要になっています。



38

第1部│第2章　地球温暖化にいち早く対応する現在世代の責任　－チャレンジ25－平成21年度

気候シナリオ/影響分野
単位

2030s
450s
0.9
100
0.06
0.2
1.3
3
0.60
79
778
15
4.9
13

12
116

11
60
24
2.0
0.2
1.5
243

550s
0.9
101
0.07
0.2
1.3
3
0.60
77
829
16
5.0
13

12
118

11
60
24
2.0
0.2
1.6
265

BaU
1.0
101
0.07
0.2
1.3
3
0.60
77
851
16
5.0
13

12
121

11
61
24
2.0
0.2
1.6
274

2050s
450s
1.3
105
0.10
0.6
4.4
3
0.49
72
1034
22
4.9
19

19
176

17
92
37
3.1
0.3
1.8
373

550s
1.6
106
0.11
0.7
4.7
4
0.52
65
1273
26
5.0
21

20
192

17
97
38
3.3
0.4
2.1
480

BaU
1.7
107
0.12
0.7
4.9
4
0.58
61
1381
28
5.1
23

21
208

17
102
39
3.5
0.4
2.2
529

2090s
450s
1.6
107
0.15
0.5
5.1
4
0.65
64
1325
27
4.8
29

32
273

30
155
63
5.4
1.8
2.1
501

550s
2.3
110
0.19
0.6
6.1
5
0.77
50
1811
37
4.9
37

37
338

32
176
67
6.2
2.0
2.8
775

BaU
3.2
113
0.24
0.8
8.3
6
0.94
32
2324
51
5.1
47

44
430

35
207
72
7.4
2.3
3.7
1192

％
℃

m
1000km2
兆円/年
％

兆円/年
％

億円/年
％
t/ha
％

億円/年
万人
万人
km2/年
km2/年
兆円/年
兆円/年
─

億円/年

洪水氾濫

年平均気温変化（1990=0℃）
年平均降水量変化（1990=100％）

海面上昇量（1990=0m）
洪水氾濫面積

浸水被害コストポテンシャル
斜面崩壊発生確率

斜面崩壊被害コストポテンシャル
ブナ林の適域

ブナ林の適域喪失被害コスト
マツ枯れ危険域
コメ収量
砂浜喪失面積

砂浜喪失被害コスト

高潮浸水人口（三大湾）
高潮浸水面積（西日本）
高潮浸水面積（三大湾）

高潮浸水被害コスト（西日本）
高潮浸水被害コスト（三大湾）
熱ストレス死亡リスク

熱ストレス（熱中症）死亡被害コスト

高潮浸水人口（西日本）

土砂災害

ブナ林

マツ枯れ
コメ

砂浜

高潮

熱ストレス

出典：温暖化影響総合予測プロジェクトチーム2009

表2-1-2　安定化レベル別の気候シナリオ及び影響（全国値）

アフリカ

アジア

ラテンアメリカ

小島嶼

出典：文部科学省、経済産業省、気象庁、環境省訳「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次評価報告書統合報告書政策決定者向け要約」

・2020年までに、7,500万～2億5千万人の人々が気候変動に伴う水ストレスの増大にさらされると予測される。
・2020年までに、いくつかの国では、天水農業における収量は、最大50％まで減少し得る。多くのアフリカ諸国において、
食料へのアクセスも含む農業生産は、激しく損なわれると予測される。このことは、食料安全保障に一層の悪影響を与え、
栄養不良を悪化させるだろう。

・21世紀末に向けて、予測される海面上昇は、大きな人口を擁する低平な沿岸域に影響を及ぼすであろう。その適応の
コストは、国内総生産（GDP）の少なくとも5～10％に達し得る。

・2080年までには、一連の気候シナリオによると、アフリカでは乾燥地と半乾燥地が5～8 ％増加すると予測される。

・2050年代までに、中央アジア、南アジア、東アジア及び東南アジアにおける淡水利用可能量は、特に大河川の流域に
おいて減少すると予測される。

・沿岸地域、特に南アジア、東アジア及び東南アジアの人口が稠密なメガデルタ地帯は、海からの洪水の増加によって、
またいくつかのメガデルタでは河川の洪水によって、最大のリスクに直面する。

・気候変動は、急速な都市化、工業化、経済発展に伴う自然資源及び環境への圧力と複合すると予測される。
・風土病の罹病率や主に洪水及び干ばつに伴う下痢性疾患による死亡者数は、水循環に予測される変化によって、東アジ
ア、南アジア及び東南アジアで上昇すると予想される。

・今世紀半ばまでに、気温の上昇とそれに伴う土壌水分量の減少により、アマゾン東部地域の熱帯雨林がサバンナに徐々
に取って代わられると予測される。半乾燥地域の植生は、乾燥地植生に取って代わられる傾向にある。

・熱帯ラテンアメリカの多くの地域においては、生物種の絶滅による重大な生物多様性の喪失リスクが存在する。
・いくつかの重要な農作物の生産性が下がり、家畜生産力も低下するため、食料安全保障に悪影響をもたらすと予測される。
温帯地域では、大豆の収量が増加すると予測される。全体として、飢餓リスクにさらされる人口が増加すると予測される。
・降水パターンの変化と氷河の消滅は、飲料水、農業、エネルギー生産のための水利用可能量に著しい影響を与えると予
測される。

・海面水位上昇は、浸水、高潮、浸食及びその他の沿岸災害を悪化させ、その結果、島の地域社会を支える肝要なインフラ、
住宅地、及び施設を脅かすと予想される。

・例えば、海岸侵食やサンゴの白化などによる沿岸の状態の悪化は、地域の資源に影響を及ぼすと予想される。
・今世紀半ばまでに、気候変動は、カリブ海や太平洋などの多くの小島嶼において、小雨期における需要を満たすのに不
足するところまで水資源を減少させると予想される。

・気温上昇に伴い、特に中・高緯度の小島嶼において、非在来種の侵入が増加すると予想される。

表2-1-1　地域における予測される影響の例

　具体的には、水災害・沿岸分野における高潮被害を
防ぐための防波堤や堤防の整備、局地的大雨による洪
水被害を軽減するための一時貯水施設の整備、自然生
態系分野における地球温暖化によって生息・生育地を
失う動植物の避難場所の確保、森林の枯損の早期発見
と防除、食料分野における高温耐性のある農作物の開
発等が挙げられます。
　英国で財務大臣の下で検討を進めた結果を取りまと
めた「スターン・レビュー」では、今後、地球温暖化
に対して特別に対策をしなかった場合には、気候変動
による総被害額は、1 人当たりの消費額に置き換える
と 5～20％の減少に相当するとしています。一方、排
出量削減のための対策コストは、わが国の掲げる中期
目標で想定される対策強度よりも低い水準である
2050 年に大気中の温室効果ガスの濃度を 500～

550ppm での安定化のために必要な年間の排出削減コ
ストについて、GDP の 1％程度ですむと予測していま
す。
　表 2-1-2 は、国内の地球温暖化影響による被害コス
トを見積もった環境省による温暖化影響総合予測プロ
ジェクトの研究結果です。緩和策によって世界的に温
室効果ガスの排出を削減した場合、影響・被害も相当
程度に減少すると見込まれますが、追加的な対策を行
わなかった場合（BaU）には、2090 年代には毎年、
洪水氾濫で 8.3 兆円、土砂災害で 0.94 兆円、ブナ林の
適域喪失被害コスト 2,324 億円、砂浜の喪失被害コス
ト 430 億円、高潮浸水被害コスト 7.4 兆円（西日本）、
熱ストレス（熱中症）死亡被害コスト 1,192 億円が最
大見込まれることが分かりました。
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第2節　地球温暖化対策による経済上の効果

温暖化への疑問にお答えします。コラム

　今般、IPCC第 4次評価報告書に関して、記載の
誤りなど、報告書の信頼性について議論が起きて
います。
　しかし、これらの誤りは約 1,000 ページに及ぶ報
告書の一部におけるものであり、報告書の地球温
暖化をめぐる科学的根拠の信頼性は、依然として
変わりはないものです。なお、IPCC では今般の問
題を受け、IPCC 報告書作成プロセス及び手続の独
立したレビューをインター・アカデミー・カウン
シル（Inter Academy Council：IAC）に要請しま
した。IAC のレビュー結果は、本年の IPCC 総会
で議論され、第 5次評価報告書（平成 25 年～26 年
に公表予定）の作成に反映される予定です。
　ここでは、IPCC 第 4 次評価報告書等による科学
的知見をもとに、地球温暖化に関する疑問につい
て解説します。
①　 地球温暖化の主要な原因は、人為起源の温室

効果ガスの増加であるという証拠は十分なの
か。

　世界平均気温を変化させる要因には、温室効果
ガスの排出等の人為要因だけではなく、太陽活動、
火山噴火によって排出されるエアロゾル等の自然
要因も含まれ、これらさまざまな要因が組み合わ
さって気温の上昇や低下がもたらされます。20 世
紀中頃には、大気中の温室効果ガス濃度が増加し
ていたにもかかわらず、ほかの要因との相殺で世
界平均気温が横ばいとなった時期がありました。
IPCC 第 4 次評価報告書では、1906 年から 2005 年
の気候のシミュレーションを行った結果、人為的
な温室効果ガスの増加を考慮しないと、最近数十
年に観測された急激な地球温暖化を再現できない
としており、20 世紀半ば以降に観測された世界平
均気温の上昇のほとんどは、人為起源の温室効果
ガスの観測された増加によってもたらされた可能
性が非常に高いとしています。
②　 温室効果が一番大きいのは水蒸気であり、二

酸化炭素が少し増えるくらいでは影響はない
のでは。

　現在の大気において、水蒸気が最も大きな温室

効果を有する（約 6割）のは事実ですが、二酸化
炭素もその寄与分は約 3割と重要な役割を果たし
ています。大気中の水蒸気の量は、大気と海洋・
陸面との間の交換（蒸発・降水）によって決まり
ます。直接的に人間活動の有り様によって、その
量が大きく増減することはありません。また、水
蒸気は、気温が上昇すると、大気中でその量が増
加し、ますます地球温暖化を促進すると考えられ
ていますが、その気温上昇への寄与については、
人間活動による二酸化炭素の排出に拠るところが
大きいのです。つまり、水蒸気は現状において温
室効果を有しており、将来、地球温暖化を増幅さ
せる可能性をもつという点において、確かに注視
しなければなりませんが、その増加をもたらさな
いためには、二酸化炭素をはじめとする温室効果
ガスの排出を抑えることが有効です。
③　 地球温暖化の主な原因は、温室効果ガス濃度

の増加ではなく、太陽活動の活発化などにあ
るのでは。

　地球の平均気温を変化させる要因には①で示し
たとおり、温室効果ガス濃度の増加だけでなく、
太陽活動の活発化（太陽の放射エネルギーの増加）
なども挙げられます。しかし、太陽活動のよい指
標である太陽黒点数の最新の観測データを見ると、
20 世紀半ば以降はほぼ横ばいか減少傾向で、太陽
活動が活発化している可能性は小さいと考えられ
ます。また、地球に到達する宇宙線（宇宙空間を
漂っている電気を帯びた原子核）は雲を形成する
といわれ、太陽活動が活発な時はこの宇宙線が減
少し、これに伴い雲量が減って気温が上昇する、
との説がありますが、現段階では宇宙線と雲量の
相関については明瞭な対応が見られず、物理的な
機構も解明されていません。IPCC 第 4 次評価報告
書では、このような太陽活動や宇宙線等の自然要
因に関する科学的議論も踏まえ評価した上で、20
世紀後半の気温上昇の主要因は人為起源の温室効
果ガスの増加である可能性が非常に高いと結論づ
けています。

第2節　地球温暖化対策による経済上の効果
　地球温暖化対策には、経済へのプラスの効果とマイ
ナスの効果の双方があると考えられますが、このうち
経済へのプラスの効果として、具体的には、まず、さ
まざまな産業、サービスにわたって、かなりの新ビジ

ネスのチャンスがあると考えられます。低炭素エネル
ギー製品の市場は、今後相当の成長が見込める分野で
す。わが国も、このビジネスの好機を生かすよう努力
しなければなりません。
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　また、気候変動への対策は、現存する非効率性を根
絶する一助となる可能性があります。企業レベルでも、
地球温暖化対策の導入は、経費の節約につながる場合
があるでしょうし、経済全体のレベルでは、気候変動
対策は、非効率的なエネルギーシステムの改善につな
がる可能性があると考えられます
　さらに、気候変動対策を講じることの副次的な便益
として、例えば大気汚染による健康被害が減ったり、
世界の生物多様性の大きな割合を占めている森林が保
全されたりすることにつながることも期待できます。

　最後に、地球温暖化対策の一環として、エネルギー
効率を向上させるとともにエネルギー源及びエネルギ
ー供給を分散化することは、国家のエネルギー安全保
障に役立ち、また、エネルギーに関する長期的な政策
枠組みを明らかにすることにも役立ちます。
　このように、温暖化対策の推進は、負担のみに着目
するのではなく、新たな成長の柱と考えることが発想
の転換として大切です。平成 21 年 12 月に閣議決定さ
れた「新成長戦略（基本方針）」にも、環境関連の事
業を、国の内外で短期的にも長期的にも潜在的な需要

スマートグリッドコラム

　「スマートグリッド（次世代送電網）」という言
葉はさまざまな意味で使われていますが、例えば
通信機能を持った専用の機器やソフトウェアを組
み込み、電力の流れを供給側・需要側の両方から
制御し、最適化できるようにした送配電網を指す
といった使われ方がなされたりします。
　いわゆる「スマートグリッド」をどのようなも
のと考えるかは各々の国や地域によって異なりま
す。米国では、オバマ政権がグリーン・ニューデ
ィール政策の柱として打ち出し注目を集めていま
すが、老朽化した送電網の更新という狙いが大き
いようです。また、基本的な事情として、わが国
と異なり、米国は電力需要がこれからも伸びてい
くので、送電線の更新・増強自体の必要性が高い
という違いがあります。

　一方、日本の送電網は高効率、高信頼度といわ
れており、例えば、停電時間をほかの先進国と比
較すると、わが国の電力の信頼度が非常に高いこ
とが分かります。しかし、今後、欧州などと同様に、
天候や気候に左右され、出力が不安定な太陽光発
電や風力発電などといった再生可能エネルギーが
大量に入ってくると、電力の安定供給のために系
統安定化対策が必要となります。例えば、電力需
要が少ない時に供給量が増加するような場合には、
電力需給バランスを調整するために、太陽光発電
等の出力抑制や据え置き型の大型蓄電池に蓄電す
るなど系統安定化対策を講じる必要があります。
日本においては、電力の安定供給の保持と再生可
能エネルギーの導入拡大がスマートグリッドに取
り組む一つの目的です。

火力発電所
原子力発電所

水力発電所

風力発電所

太陽光発電所

蓄電池

蓄電池

蓄電池 電気自動車

工場

変電所

オフィスビル

住宅

EV用
充電設備

太陽光発電/ガ
スタービン発電
機/蓄電池設備
付きビル

ITによる制御
商業施設

エネルギー
貯蔵設備

太陽光パネル
制御

スマート
メーター

太陽光発電/蓄電池
設備付き住宅

送配電網
電気の流れ
ITによる制御

出典：経済産業省「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に向けて」

スマートグリットの概念図
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第2節　地球温暖化対策による経済上の効果

が見込まれる持続的な成長分野と位置づけた上で、グ
リーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国
を目指し、2020年までに50兆円超の環境関連新規市場、
140 万人の環境分野の新規雇用を創設するという目標
が掲げられました。このことについては、本章第 4節
で詳しく説明します。
　リーマンショック後の世界的な不況の中、新たなビ
ジネスを求めて、さまざまな企業が新たな分野に活路
を見いだそうとしています。中でも環境ビジネスは、
さまざまな分野ですでに芽を出し、その葉を広げつつ
あるものと言えます。
　自然エネルギーの利用は、今後ますます世界でその
重要性が増すと考えられる分野です。代表的な自然エ
ネルギー利用である太陽光発電については、IEA（国
際エネルギー機関）の PV ロードマップ 2009 の試算
では、発電量ベースで世界全体で 2020 年までに現在
の約 5倍と大きな需要拡大が予測されており、太陽光
発電で高い技術を持つわが国にとって、今後の成長の
望める産業分野です。わが国においても、全量固定価
格買取制度の創設、再生可能エネルギー利用設備の設
置の促進、電力系統の設備の促進、規制の適切な見直
し等による再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、
地熱、太陽熱、バイオマス等）の普及拡大支援策の導
入が予定されており、国内での普及拡大に伴う量産効
果によって製造コストが下がり、国際的にも価格競争
力が増すものと期待されています。

　また、再生可能エネルギーの効率的な利用を実現す
る「スマートグリッド」については、欧米諸国をはじ
めとして、その導入に向けた取組が行われています。
わが国の企業も太陽電池、二次電池といった電池技術
を活かし、活発に事業を展開しています。
　経済産業省では、このスマートグリッド事業を次世
代のビジネスと位置づけ、すぐれた製品・サービスを
有する日本の企業が、海外にシステムとして事業展開
することを支援するため、積極的かつ戦略的にスマー
トグリッドの国際標準化に貢献していくべく、平成
21 年 8 月に「次世代エネルギーシステムに係る国際
標準化に関する研究会」を発足させました。同研究会
では、平成 22 年 1 月には 26 の重要アイテムを特定し、
「スマートグリッドに関する国際標準化ロードマップ」
として取りまとめを行ったところです。
　また、将来的には、スマートグリッドに警備システ
ムや家電を操作する機能を付加した新たなサービスの
展開も考えられます。
　リチウムイオン電池などの二次電池は、スマートグ
リッド以外に電気自動車などでも必須となる技術であ
り、わが国が得意とする分野です。環境省では、これ
まで大容量ラミネート型リチウムイオン電池に係る研
究開発を支援してきたほか、経済産業省でも、高性能・
低価格な革新型蓄電池を推進しています。実際に、昨
年度から電気自動車やプラグインハイブリッド自動車
の本格的な市場投入が開始されているほか、今後、大

・低炭素社会の実現のためにはトップランナー機器をリースし、サービスを買う社会スタイ
ルに変革することが必要

・特に適切なメンテナンスが必要な太陽熱利用システムの普及のためには、リース方式によ
り利用者の安心を確保することが重要

■わが国における導入量の減少※

太陽熱利用機器販売台数推移

0
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台

資料：ソーラーシステム振興協会
住宅用太陽熱利用システム

設置からメンテナンスまで
一貫したサービスを提供す
る事業者を支援

エネルギー変換効率が高い太陽
熱利用システムの住宅への設置

リース方式によるビジ
ネスモデルの普及拡大
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・太陽熱利用は、エネルギー
変換効率が40～60％と高
い（太陽光発電は最高20％
程度）

※ヨーロッパ、中国等にお
いては急速に導入が拡大
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資料：環境省

図2-2-1　家庭用太陽熱利用システムの普及加速化について
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容量ラミネート型リチウムイオン電池を搭載した電気
自動車も実用化が予定されています。二次電池は、次
世代の環境配慮型製品の開発にとり欠かせない要素と
なっています。
　地球温暖化対策は、家計に光熱費の削減をもたらし
ます。例えば、給湯器等の太陽熱利用システムは、太
陽光エネルギーの利用方法としては、そのエネルギー
効率が 40～60％と高く、価格も安い機器です。太陽
熱利用システムは、欧州や中国などでは急速に導入が
拡大しているものであり、わが国でも、リース契約を

主とした形で普及を図ることにより、メンテナンス時
のトラブルをなくし、安心して利用できる仕組みとし
ていきます（図 2-2-1）。
　また、例えば、戸建住宅において太陽光発電、高断
熱化、高効率給湯器を導入するとともに省エネ家電に
買い換えた場合には、その導入・買い換えコストが発
生するものの、光熱費の削減等の効果も得られます。
さらに、住宅の高断熱化は、夏は涼しく冬は暖かく、
より快適で健康的な居住空間となるという副次的な効
果ももたらします。

スターン・レビューコラム

　「スターン・レビュー：気候変動の経済学」は、
英国政府が、2005 年（平成 17）7 月の主要国首
脳会議を受け、ニコラス・スターン元世界銀行上
級副総裁に作成を依頼した気候変動問題の経済影
響に関する報告書で、2006 年（平成 18 年）10
月に公表されました。スターン・レビューでは、
気候変動の影響による経済的コスト、温室効果ガ
スの排出削減対策で必要となるコスト、排出削減
対策でもたらされる便益について、以下の 3つの
方法で分析しています。
①　個別の要素をみる方法
　気候変動が経済活動、人間の生活、環境に及ぼ
す物理的な影響を一つずつ明らかにし、温室効果
ガスを削減するさまざまな対策技術や方策に必要
なコストを積み上げる分析手法です。
　スターン・レビューでは、被害額を貨幣単位で
評価することを目的に、まず、統合評価モデルを
使用して分析を行っています。スターン・レビュ
ーでは、不確実性が極めて高い要素についても、
そのリスクを確率によって評価できるモデルを使
用しており、気候変動による金銭的影響は、従前
の多くの研究が予測したものよりも大きな額に予
想されています。
　今後 2世紀にわたるBAUシナリオでの排出条
件下における気候変動による影響とリスクにかか
わる総コストは、世界の 1人当たり消費額を少な
くとも 5％減少させる額に相当するものと予測さ
れました。さらに、「非市場的」な環境と人の健
康に関する直接的な影響などを加味するとともに、
気候変動の負荷が世界の貧しい地域に集中する不
均衡性を適切に評価した場合には、BAU時にお
ける総被害額は、1人当たり消費を 20％減少さ
せる額に相当するものと予測されました。
②　経済モデルを用いた手法
　気候変動の経済的影響を推定できる統合評価モ
デルや、経済システムが低炭素エネルギーシステ
ムへ移行するのに必要なコストと効果を検討でき

るマクロ経済学モデルを用いた分析手法です。
　スターン・レビューでは、温室効果ガス排出量
削減のための方策として、
・ 温室効果ガス排出量の大きな機器やサービスの
需要を抑制
・ エネルギー効率を高め、エネルギーコスト抑制
と排出量削減の両立を目指す
・ 森林減少の防止などの非エネルギー起源の排出
対策推進
・ 電力部門、熱供給部門、交通部門における低炭
素技術への転換
の 4つを念頭に置いた上で、各削減対策手法にお
ける資源コストをBAUの場合と比較してコスト
の上限値を求める方法と、低炭素エネルギー経済
への転換による効果を経済システム全体でみるた
めにマクロ経済モデルを用いるといった 2種類の
方法を使い、500～550ppm で安定化させる場合
のコストを計算しました。その結果、いずれの方
法でも、2050 年まで平均して年間 GDP のおよ
そ 1％が必要という結論となりました。多くのマ
クロ経済モデルの計算から、「対応の遅れは高く
つく」という重要な示唆が得られました。さらに、
今後の 10～20 年間に実施される対策が弱いもの
であったなら、二酸化炭素換算 550ppm の安定化
ですら手が届かないものとなり、しかもこのレベ
ルでさえ深刻なリスクがあるかもしれないとの警
告をも発しています。
③　コストを比較する手法
　緩和策に係るコストの推定額と、何も対策を取
らなかった場合の気候変動のコストの推定額とを
比較する分析手法であり、炭素削減に係る限界費
用と炭素の社会的費用を比較するものです。
　スターン・レビューでは、リスクに関する最新
の知見を取り込み、BAUの軌道をたどり続ける
と仮定して、炭素の今日の社会的費用を二酸化炭
素 1トン当たりほぼ 85 ドルと推定しました。こ
の数字は、多くの部門での限界削減費用をはるか



第
2
章　

地
球
温
暖
化
に
い
ち
早
く
対
応
す
る
現
在
世
代
の
責
任　

│
チ
ャ
レ
ン
ジ 　

│
25

43

第3節　地球温暖化に対する世界の動き

　地球温暖化に伴う被害はすでに発生し始めており、
適切な緩和策を講じ、その被害によるコストを最小限
に食い止めることが必要です。一方、わが国だけが高
い目標を掲げても地球温暖化を食い止めることはでき

ません。この一国だけでは対処しきれない大きな問題
に対し、国際交渉の場では、先進国と途上国、先進国
の間、途上国の間と各国の間で短期的利害が一致せず、
根気の要る議論が続けられています。

第3節　地球温暖化に対する世界の動き

　気候変動枠組条約に基づき 1997 年の気候変動枠組
条約第 3 回締約国会議（COP3）で採択された京都議
定書では、温室効果ガス排出量を削減する国際的な取
組は、まず先進国から始めることとして、京都議定書
第一約束期間（2008～2012 年）中の先進国の温室効
果ガス削減の数値目標を決めています。しかし、京都
議定書には、米国が参加しておらず、また途上国に削
減目標が課せられないため、削減目標を負っている国
のエネルギー起源二酸化炭素の総排出量は、2007 年
時点で世界全体の約 28％です。削減目標を負ってい
ない途上国の経済発展に伴い、温室効果ガスの世界の
排出量は今後も増え続けると予測されています。こう
したことから、今後、実効的な温室効果ガス削減を行
うためには、京都議定書を批准していない米国やエネ
ルギー消費の増大が見込まれる中国等の新興国を含む
世界全体で地球温暖化対策に取り組んでいくことが必
要です。 
　2013 年以降の温室効果ガス排出削減枠組みに関す
る国際交渉について、2007 年（平成 19 年）12 月にイ
ンドネシアのバリ島で開催された COP13 において、

バリ行動計画が採択され、2013 年以降の行動の内容
について、すべての締約国が参加して 2009 年の
COP15 までに合意を得ることが決まりました。
　一方、2008 年に開催された G8 北海道洞爺湖サミッ
トでは、2050 年までに世界全体の温室効果ガス排出
量の少なくとも半減を達成する目標を気候変動枠組条
約の全締約国と共有し採択することを求めることにつ
いて G8 間で共通理解が持たれました。そして 2009
年 7 月に開催された G8 イタリア・サミットで世界全
体の排出量を 2050 年までに少なくとも半減すること
を再確認するとともに、この一部として先進国全体で
80％以上削減することや、気温上昇を 2℃以下に抑え
るべきとの科学的知見への認識について、G8 間で合
意が得られました。その後、わが国としては、　2009
年 9 月にニューヨーク国連本部で開催された国連気候
変動首脳級会合において、鳩山内閣総理大臣より、す
べての主要国による公平かつ実効性のある国際枠組み
の構築及び意欲的な目標の合意を前提とした上で、わ
が国の中期目標として、地球温暖化を止めるための科
学が要求する水準に基づくものとして、2020 年まで

1　地球温暖化に対する国際社会のこれまでの歩み

に上回るものです。BAU の道筋と CO2 換算
550ppm での安定化に向かう道筋における炭素の
社会的費用を比較すると、強固な緩和策を今年中
に実施し、世界をよりよい道筋に移行させること
によって、便益がコストを上回り、その純便益は
約2兆5千億ドル程度にのぼると予測されました。
　また、強力な政策によるイノベーションによっ
て、結果的に社会の炭素排出原単位を下げ、低炭
素技術が成熟するにつれて、消費者は自らの支払
う費用を低減できることになるとしています。
　スターン・レビューでは、これら 3つの分析結
果を総合し、早期対策でもたらされる便益は、対
策を講じなかった場合の被害額を大きく上回ると
結論しています。

　なお、スターン・レビューには、経済モデル計

算における「割引率」の設定が過小であり、長期
の影響を過大に評価しているのではないかと批判
する声もあります。従前の経済学的な解析では、
現実の人々の行動を観察した結果を踏まえて、も
っと大きな割引率を適用することが多かったため、
スターン・レビューは適切でないともいわれます。
これに対し、スターン卿自身は、スターン・レビ
ューの中で、むしろ、割引率を小さく設定し、地
球温暖化により影響を受ける自然システム及びそ
れに依存して生活する人間システムについては、
長期の便益を重視しなければならないと主張して
います。

　資料： AIM（Asia-Pacifi c Integrated Modelling）チーム及び（独）
国立環境研究所訳　スターン・レビュー「気候変動の経済学」概
要
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　わが国としては、京都議定書第一約束期間後の温室
効果ガス削減について、すべての主要国による公平か
つ実効性のある国際枠組みの構築及び意欲的な目標の
合意を目指し、野心的な目標を率先して掲げるととも
に、「鳩山イニシアティブ」による途上国支援により、
COP15 に向けた国際的な気運の醸成に貢献しました。
COP15 の政治合意において、わが国としては、米中
を含む主要排出国が参加する公平かつ実効性のある枠
組みを得ることを目指して交渉に臨み、また、適応、
キャパシティビルディング分野などでの途上国支援の
道筋を付けること等に尽力しました。
　平成 21 年 12 月 7 日から 19 日までデンマークのコ
ペンハーゲンにおいて開催された COP15、CMP5（京
都議定書第 5回締約国会合）等の交渉では、前半の交
渉官級の特別作業部会における議論、閣僚級での協議
等を経て、17 日夜から 18 日深夜にかけては 30 近く
の国・機関の首脳級による協議・交渉が行われた結果、
「コペンハーゲン合意」（Copenhagen Accord）が取り
まとめられ翌日の全体会合で「条約締約国会議（COP）
としてコペンハーゲン合意に留意する」ことが決定さ
れました。また、2009 年末に終了することになって
いた枠組条約の下の長期的協力について話しあう特別
作業部会（AWG-LCA）も、京都議定書の下で 2013
年以降の先進国の数値目標について検討する特別作業
部会（AWG-KP）とともに作業を継続することとさ
れました。
　以下、交渉の経緯について順を追って紹介しますと、
交渉の前半では、まず、AWG-KP 議長から、京都議
定書の附属書を改正し先進国の次期削減目標を定める
案が提示されました。京都議定書の附属書の改正を先
議すべきと主張する多くの途上国は、この議長提案を
歓迎しましたが、先進諸国は、京都議定書のみでは世
界規模の温室効果ガス削減に不十分であるとして、京
都議定書を締結していない先進国（米国）や同議定書
の下で義務を負わない主要途上国（中国、インド等）
の排出削減を含めた包括的かつ実効的法的枠組みを構
築すべきと主張し、議長提案に反対しました。
　また、AWG-LCA議長からも提案がなされましたが、
京都議定書の附属書の改正を前提とし、先進国を米国
と京都議定書締約国に区別するものでした。その後、
COP 議長が、両AWGの報告を踏まえた新たな文書
を提出して議論を進展させたいとの発言をしたところ、
中国、インド、ブラジル等の主要途上国が、両AWG
からの報告文書に基づき交渉をすべきと強く反発しま

した。先進国は、少数国会合の実施及び議長国デンマ
ークによる新提案の提示を求めたのですが、途上国は
AWG-LCA 及び AWG-KP の議長提案をもとに議論す
ることを主張し、議論は平行線状態となり、進展が危
ぶまれました。 
　わが国は、鳩山内閣総理大臣、小沢環境大臣より、
日本は、すべての主要排出国が参加する公平で実効性
のある枠組みの構築と意欲的な目標の合意を前提に、
2020 年までに 90 年比 25％の削減を目指すことを改め
て表明するとともに、「鳩山イニシアティブ」として、
温室効果ガスの排出削減など気候変動対策に積極的に
取り組む途上国や、気候変動の悪影響に脆弱な状況に
ある途上国を広く対象として、2012 年末までの約 3
年間で 1 兆 7,500 億円（おおむね 150 億ドル、そのう
ち公的資金は 1兆 3,000 億円（おおむね 110 億ドル））
の支援を実施していく旨発表し、各国から歓迎される
とともに、交渉の進展に弾みを付けました。 
　こうした中、17 日夜の首脳晩餐会後、少数国によ
る首脳級の会合が開催されました。鳩山総理をはじめ、
オバマ米大統領、ブラウン英首相、ラッド豪首相、メ
ルケル独首相、サルコジ仏大統領、中国、インド、ブ
ラジル、南ア、小島嶼諸国グループやアフリカ諸国グ
ループといった途上国地域代表等 30 近くの国・機関
の首脳級が参加し、18 日深夜になって、これらの国々
の間で「コペンハーゲン合意」が取りまとめられまし
た。
　その後、19 日未明にかけて「コペンハーゲン合意」
を COP 全体会合にかけたところ、先進国、小島嶼国、
後発開発途上国を含め数多くの国が賛同し、その採択
を求めましたが、数ヶ国が、同合意の作成過程が不透
明であったこと等を理由に採択に反対したため、最終
的に、条約締約国会議として「同合意に留意する（take 
note）」ことが決定されました。

　「コペンハーゲン合意」の主な内容は次のとおりで
す。
①　 世界全体の気温の上昇が 2℃以内にとどまるべき

であるとの科学的見解を認識し、長期の協力的行
動を強化する。

②　 附属書Ⅰ国（先進国）は 2020 年の削減目標を、
非附属書Ⅰ国（途上国）は削減行動を、それぞれ
付表Ⅰ及びⅡの様式により、2010 年 1 月 31 日ま
でに事務局に提出する。

③　 附属書Ⅰ国の行動はMRV（測定／報告／検証）

2　COP15の成果と残された課題

に 1990 年比 25％削減を目指すものとする演説を行い
ました。また、2009 年（平成 21 年）11 月に日米両国
首脳の間で発表された「気候変動交渉に関する日米共
同メッセージ」において、2050 年までに自国の排出

量を 80％削減することを目指すとともに、同年まで
に世界全体の排出量を半減するとの目標を支持するこ
とを両国で合意しました。
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第3節　地球温暖化に対する世界の動き

の対象となる。非附属書Ｉ国が自発的に行う削減
行動は国内的なMRVを経た上で、国際的な協議・
分析の対象となるが、支援を受けて行う削減行動
については、国際的なMRVの対象となる。

④　�先進国は、途上国に対する支援として、2010～
2012 年の間に 300 億ドルに近づく新規かつ追加
的な資金の供与を共同で行うことにコミットし、
また、2020 年までには年間 1,000 億ドルの資金を
共同で調達するとの目標にコミットする。気候変
動枠組条約の資金供与の制度の実施機関として
「コペンハーゲン緑の気候基金」の設立を決定す
る。

⑤　�2015 年までに合意の実施に関する評価の完了を
要請する。

　コペンハーゲン合意にはすでに 110 を超える国が賛
同しており、そのエネルギー起源の二酸化炭素排出量
の合計は世界の 8割以上に相当し、コペンハーゲン合
意は、今後の交渉の重要な基盤と位置付けていくこと
が重要です。（図 2-3-1、図 2-3-2）。

　わが国も、コペンハーゲン合意に基づき、「コペン
ハーゲン合意」に賛同する意思を表明し、2020 年の
排出削減目標として、「90 年比で 25％削減、ただし、
すべての主要国による公平かつ実効性のある国際枠組
みの構築及び意欲的な目標の合意を前提とする」との
内容を、2010 年 1 月に気候変動枠組条約事務局に提
出しました。この目標は、地球温暖化対策に向けて、
わが国として、他の主要な国々の背中を押して意欲的
な取組を促すために、率先して提示したものです。 

2020年の排出削減量 基準年
日本 1990

米国 2005

カナダ 2005
ロシア 1990

豪州 5%から15%又は25%削減（注2） 2000
EU 20%／30%削減（注3） 1990

国名国名 削減目標・行動
中国

インド

ブラジル

南アフリカ

韓国

25％削減、ただし、すべての主要国による公
平かつ実効性のある国際枠組みの構築及び意
欲的な目標の合意を前提

17％程度削減、ただし、成立が想定される米
国エネルギー気候法に従うもので、最終的な
目標は成立した法律に照らして事務局に対し
て通報される（注1）

15-25%（前提条件：人為的排出の削減に関
する義務の履行へのロシアの森林のポテン
シャルの適切な算入、すべての大排出国によ
る温室効果ガスの人為的排出の削減に関する
法的に意義のある義務の受入れ）

17％削減、米国の最終的な削減目標と連携

2020年のGDP当たりCO2排出量を2005年比
で40～45%削減、 2020年までに非化石エネル
ギーの割合を15％、2020年までに2005年比
で森林面積を4千万ha増加等。これらは自発的な
行動。

2020年までにBAU比で36.1-38.9%。具体的
な行動として、熱帯雨林の劣化防止、セラード（サ
バンナ地域の植生の一種）の劣化防止、穀倉地の
回復、エネルギー効率の改善、バイオ燃料の増加、
水力発電の増加、エネルギー代替、鉄鋼産業の改
善等
2020年までにBAU比で34%、2025年までに
BAU比で42%の排出削減。これらの行動には先
進国の支援が必要であり、メキシコ会合において
条約及び議定書の下での野心的、公平、効果的か
つ拘束力のある合意が必要。先進国の支援があれ
ば、排出量は2020年から2025年の間にピーク
アウトし、10年程度安定し、その後減少。

2020年までにGDP当たりの排出量を2005年
比20～25%削減（農業部門を除く）。削減行動
は自発的なもので、法的拘束力を持たない。

温室効果ガスの排出量を追加的な対策を講じな
かった場合（BAU）の排出と比べて2020年まで
に30%削減。

注1：米国）審議中の法案における削減経路は、2050年までに83％削
減すべく、2025年には30％減、2030年には42％減。
注2：豪州）大気中の温室効果ガス濃度を450ppm又はそれ以下に安定
化させる合意がなされる場合は、2020年までに2000年比で25%削
減。また、条件なしに2020年までに2000年比5%減、主要途上国が
排出抑制を約束し、先進国が比較可能な約束を行う場合には、2020年
までに2000年比15%減。
注3：EU）ほかの先進国・途上国がその責任及び能力に応じて比較可能
な削減に取り組むのであれば、2020年までに1990年比30%減。

図2-3-1　主要国の削減目標

【京都議定書における削減義務国のシェア】 【コペンハーゲン合意への賛同国のシェア】

ロシア
5%

ロシア
5% 日本

4% ドイツ
3% カナダ

2%
英国
2%
イタリア 2%
豪州 1%
フランス 1%
その他の
削減義務国
6%

日本 4%
ドイツ 3%

カナダ 2%
英国 2%
イタリア 2%
豪州 1%
フランス 1%

その他の削減
義務国
6%インド

5%

インド
5%

韓国
2%

イラン
2%

メキシコ
2%

南ア
1%

サウジ
アラビア

1%

韓国
2%

メキシコ
2%

インドネシア
1%

サウジアラビア
1%

ブラジル 1%
南ア 1%

米国
20%

米国
20%中国

21%

その他
19%

中国
21% 83%

17%28%

72%

図2-3-2　各国のエネルギー起源二酸化炭素排出量（2007）
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COP15とコペンハーゲン後の温暖化交渉の課題

　COP15 とコペンハーゲン後の温暖化交渉の課題
について、中央環境審議会地球環境部会の委員で
あり、COP15 に全日参加された高村ゆかり龍谷大
学教授のご意見を紹介します。

　「留意する」とコペンハーゲン会議（COP15）が
決定したコペンハーゲン合意は、どのように評価
できるのでしょうか。正式に採択できず「留意する」
決定にとどまったことで、コペンハーゲン合意は、
それに同意する国のみを拘束する政治合意となり、
大多数の国が支持したといっても、この合意が自
動的に次期枠組み交渉の基礎となるわけではあり
ません。この点が、COP がコペンハーゲン合意を
採択していた場合との基本的な違いと考えられま
す。
　これまでの交渉に照らしてみると、コペンハー
ゲン合意にはいくつかの前進点があります。第一に、
先進国の削減努力と途上国の削減努力が一つの文
書に規定され、「約束する先進国」と「約束しない
途上国」という従来の二分構造を超えた合意とな
ったことがあります。ここ 10 年ほどの間に急速に
排出が増加した新興国の登場といった新たな事態
に対して、ドグマティックな二分法を超えて、地
球温暖化防止に向けてより効果的な枠組み構築へ
の可能性を示しました。第二に、途上国の削減努
力が、具体的かつ制度的に約束され、その進展と
効果は国際的な監視の下に置かれることになりま
す。削減目標の実施を約束する先進国と異なり、
途上国は、削減行動を実施し、その行動を提出し
ます。国際的支援を受ける行動は、国際的ルール
にしたがって測定、報告、検証され、国際的支援
を受けない行動は、その国の国内ルールにしたが
って測定、報告、検証され、その結果が国際的な
協議と分析の対象となります。ただし、国際的監

視の程度と効果は、今後作成される指針いかんです。
第三に、当面の、そして、2020 年に向けた、先進
国全体の資金目標が合意されました。2010～12 年
の間に、先進国全体で、新規で追加的に 300 億米
ドルを途上国の地球温暖化対策と適応策に提供し
ます。そして、途上国の意味ある削減行動と実施
の透明性を条件に、公的資金か民間資金かを問わず、
2020 年までに毎年 1000 億米ドルの資金・投資の動
員を目指します。
　これらの前進の一方で課題も多いと考えられま
す。何よりも、上記の削減策と資金目標を除くと、
COP15 での合意が期待されていた次期枠組みの骨
格となる事項の多くがなお未決着のままです。約
束が法的拘束力のある約束かどうか、次期枠組み
の最終的な法形式も合意には明記されていません。
　また、コペンハーゲン合意では、先進国の削減
目標は、京都議定書交渉時のように、国家間の国
際交渉によって決めるのではなく、各国が自発的
に目標を決定し誓約する方式が示されています。
こうした自発的誓約に基づく方式が、全体として
地球温暖化防止の究極的な目的の達成を可能とす
る水準の削減を担保し得るか、そして、日本を含
め米国以外の先進国が懸念する「削減努力の同等性」
が確保されるかは不透明であると考えられます。
　世界の首脳が作成し、米国、新興国を含め国際
社会の多数の国が賛同するコペンハーゲン合意は、
なかなか進展しない温暖化交渉を進めるための貴
重な手がかりです。コペンハーゲン合意で合意さ
れた事項を継続する交渉の文書に反映し、十分に
明確でない事項やまだ合意されていない事項の交
渉を進めて、いかに次期枠組みの最終的な合意を
形成していくかが、今後の温暖化交渉の課題とな
ります。

コラム

　地球温暖化対策をどのように進めるかについては、
第 3節でみてきたとおり、世界で粘り強く議論が続け
られています。それと並行して、わが国においてどの

ように地球温暖化対策を進め、国際的にわが国に課せ
られた役割を果たしていくかも大きな検討課題です。

第4節　チャレンジ25という将来世代への約束

　今後、2013 年（平成 25 年）以降の次期枠組みにつ
いて、コペンハーゲン合意を基礎として、すべての主
要国が参加する公平かつ実効的な国際枠組みが構築さ

れ、意欲的な目標が合意されるべく、リーダーシップ
を発揮していきます。
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第4節　チャレンジ25という将来世代への約束

　IPCCが「地球温暖化は疑う余地がない」と断定し
ているように、地球温暖化問題は待ったなしの状況で
あり、わが国としても着実に対策を講じる必要があり
ます。わが国はコペンハーゲン合意に基づき、2020
年までに 25％削減という削減目標を気候変動枠組条
約事務局に提出しました。これから 10 年で 25％削減
目標を達成するためには、あらゆる政策を総動員して
いく必要があります。
　そのためには、産業界は言うに及ばず、すべての国
民が力をあわせていくことが不可欠です。政府では、
「地球と日本の環境」を守り、未来に引き継いでいく
ための行動を「チャレンジ 25」と名付け、すべての
主体の力を結集するために積極的な取組を進めていま
す。
　一方、世界同時不況から脱するための取組は、まさ
にこれから正念場を迎えます。このため、新たな持続
的な需要と雇用を確保することが求められています。
これに対し、平成 21 年 12 月に閣議決定された「新成
長戦略（基本方針）」では、わが国の強みを活かす成
長分野の筆頭に、グリーン・イノベーションによる環
境・エネルギー大国戦略が掲げられています。環境関
連の事業は、国の内外で短期的にも長期的にも潜在的
な需要が見込まれる持続的な成長分野と言えます。ま
た、英国で 2006 年（平成 18 年）10 月に公表された「ス
ターン・レビュー」等においては、今、環境関連の事
業に取り組まなければ、将来莫大な費用が必要になる
との予測も示されています。
　このような状況を踏まえ、今こそ、環境関連投資等
の思い切った政策を行うことで、経済発展を牽引し雇
用を創出する必要があります。さらには、このような
政策を通じて、社会のあり方全体を未来に向けて持続
可能なものに変えていかなければなりません。

新成長戦略（基本方針）

　わが国は今、長い衰退のトンネルの中にいるといえ
るのかも知れません。「リーマンショック」の傷跡、
65 年前の終戦当時の状況にまで悪化した財政、少子
高齢社会への急激な突入など、私たちの前には大きな
課題が迫ってきています。しかしながら、環境大国、
科学・技術立国というわが国が元来もつ強み、個人金
融資産（1,400 兆円）や住宅・土地等実物資産（1,000
兆円）を活かしつつ、アジア、地域を成長のフロンテ
ィアと位置づけて取り組めば、成長の機会は十分存在
します。このような観点に立ってまとめられた「新成
長戦略（基本方針）」では、グリーン・イノベーショ
ン（環境エネルギー分野革新）による環境・エネルギ
ー大国戦略、すなわちグリーンイノベーションが牽引
する経済成長がその筆頭に掲げられています。

　今後のグリーン・イノベーションによる成長として、
具体的には、まず、電力の固定価格買取制度の拡充等
による再生可能エネルギー（太陽光、風力、小水力、
バイオマス、地熱等）の普及拡大支援策や、低炭素投
融資の促進（図 2-4-1）、情報通信技術の活用等を通じ
て日本の経済社会を低炭素型に革新することとしてい
ます。また、安全を第一として、国民の理解と信頼を
得ながら、原子力利用について着実に取り組みます。
　さらに、蓄電池や次世代自動車、火力発電所の効率
化、情報通信システムの低消費電力化など、革新的技
術開発の前倒しを行うこととしています。また、モー
ダルシフトの推進、省エネ家電の普及等により、運輸・
家庭部門での総合的な温室効果ガス削減を実現しま
す。
　そして、電力供給側と電力ユーザー側を情報システ
ムでつなぐ日本型スマートグリッドにより効率的な電
力需給を実現し、家庭における関連機器用の新たな需
要を喚起することで、成長産業として振興を図ります。
さらに、成長する海外の関連市場の獲得を支援するこ
ととしています。
　低炭素社会への転換を図りつつ、経済成長を実現す
る上で、快適性・生活の質の向上によるライフスタイ
ルの変革も重要な課題です。エコ住宅の普及、再生可
能エネルギーの利用拡大や、ヒートポンプの普及拡大、
LEDや有機 EL などの次世代照明の 100％化の実現な
どにより、住宅・オフィス等のゼロ・エミッション化
を推進することとしています。これはまた、居住空間
の快適性・生活の質を高めることにも直結し、人々の
ライフスタイルを自発的に低炭素型へと転換させる大
きなきっかけとなることが期待されます。こうした家
庭部門でのゼロ・エミッション化を進めるため、各家
庭にアドバイスをする「環境コンシェルジュ制度」を
創設します。
　また、老朽化した建築物の建替え、改修の促進等に
よる「緑の都市」化も同時に進めなければなりません。
日本の都市を、温室効果ガスの排出が少ない「緑の都
市」としていくため、都市計画のあり方や都市再生・
再開発のあり方を環境・低炭素化の観点から抜本的に
見直します。そして、老朽化し、温室効果ガスの排出
や安全性の面で問題を抱えるオフィスビル等の再開
発・建て替えや改修を促進するため、必要な規制緩和
措置や支援策を講じていきます。
　このように経済社会構造を変革していくには、個々
の地方がそれぞれ経済社会構造の変革を成し遂げてい
く必要があります。そのため、公共交通の利用促進等
による都市・地域構造の低炭素化、再生可能エネルギ
ーやそれを支えるスマートグリッドの構築、適正な資
源リサイクルの徹底、情報通信技術の活用、住宅等の
ゼロ・エミッション化など、エコ社会形成の取組を支

1　チャレンジ25を実現する国全体の制度
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援します。規制改革、税制のグリーン化を含めた総合
的な政策パッケージを活用しながら、環境のみならず、
健康、観光を柱とする集中投資事業を行い、自立した
地方からの持続可能な経済社会構造の変革を実現する
第一歩を踏み出します。
　これらの施策を総合的に実施することにより、2020 
年までに 50 兆円超の環境関連新規市場、140 万人の
環境分野の新規雇用の創設といった経済成長を目標と
しつつ、低炭素社会への転換を図ります。

地球温暖化対策（低炭素化促進）のための税
制全体のグリーン化

　他方、いわゆる環境税の取扱を含め、税制のグリー
ン化も重要な課題です。平成22年度税制改正大綱では、
個別間接税に関連し、「グッド減税、バッド課税」と
いう考え方が採られています。これは、特定の財・サ
ービスが環境や健康などに影響をもたらす場合に、そ
れが好影響であるときには税負担を軽減し、悪影響で
あるときには税負担を課すという考え方です。「グッ
ド減税、バッド課税」という考え方に立ち、地球規模
での課題に対応した税制の検討が行われました。
　化石燃料に課税される揮発油税、地方揮発油税、軽
油引取税については、平成 22 年度税制改正において、

平成 20 年 4 月から 10 年間のものとして定められてい
た暫定税率は廃止されました。しかしながら、厳しい
財政事情や、化石燃料消費が地球温暖化に与える影響
等から、当分の間、これらの税については現在の税率
水準を維持することとされました。具体的には暫定税
率を廃止した上で、当分の間、揮発油税、地方揮発油
税、軽油引取税について改正前の税率水準を維持する
こととしました。ただし、指標となるガソリン価格の
平均が、連続 3ヶ月にわたり、160 円／ℓを超えるこ
ととなった場合には、燃料課税の本則税率を上回る部
分の課税を停止する等の措置を実施することとされま
した。また、自動車重量税については、車体の環境負
荷に応じて、段階的な複数税率を設定することでグリ
ーン化を行うこととされ、また、いわゆる「エコカー
減税」についても制度の仕組みを維持することとされ
ました。
　他方、環境関連税制全般については、1990 年代以降、
欧州各国を中心として、諸外国においてエネルギー課
税や自動車関連税制などを含む環境税制の見直し・強
化が進んできているところであり（図 2-4-2）、わが国
の環境関連税制による税収の対 GDP 比は、欧州各国
に比べれば低い状況にあります。地球温暖化対策のた
めの税については、環境省が、中央環境審議会グリー
ン税制とその経済分析等に関する専門委員会を開催し、

低炭素型産業を新たな経済成長の柱として育成し、我が国を低炭素型産業の世界拠点に。
（「新成長戦略（基本方針）」（平成21年12月30日閣議決定）の早期実現）

成長の柱である低炭素分野で
あっても、投資規模大、返済期
間長期の資金供給は不十分

海外（米、独、仏等）では、
低利・長期の金融支援
（＝「誘致合戦」）

初期投資コストを抑える
リース活用は有用
しかし、金融危機後、
与信条件が厳格化

○エネルギー・環境分野において、経済成長の柱となる産業の育成と、産業全般の低炭素化への革新は、喫緊の課題。
○そのため、①低炭素型製品の開発・製造を行う事業者に対して、日本政策金融公庫による低利・長期資金を供給するとともに、
　②中小企業等がリースによる低炭素型の設備導入を行いやすくするために、新たな保険制度を創設。

株式会社日本政策金融公庫による
低利・長期資金供給（ツーステップローン）

リースによる低炭素型設備の
導入促進のための新たな保険制度

背景

支援措置

○「低炭素型製品」の開発・製造は、今後の経済成長と雇用創出
　のカギであり、これを担う者への資金供給の円滑化が不可欠。

低炭素型製品：省エネ性能の高い機器・主要部品や、非化石エ
　　　　　　　ネルギーを利用した発電設備等

（例）

太陽光パネル 電気自動車 リチウムイオン電池

○中小企業等では、初期投資コストが高いこともあり、
　低炭素型設備の導入が進まないのが実態。
（例）

高性能工業炉 高効率ボイラー 業務用冷蔵庫

財投
貸付 資金供給

(低利・
長期)

融資
国

日
本
政
策
金
融
公
庫

指
定
金
融
機
関

事
業
会
社

低炭素型製品を開
発・製造する事業。

このうち、高度技術を
利用し、技術水準の向
上や、新事業の創出を
もたらす事業を支援。

リース料の回収が不可能
となった場合（事業者の
倒産等）に残リース料の
一部を支払う内容の保険

低炭素関連設備
リース契約

リース料
支払

保険契約 指定法人

出典：経済産業省

リース会社

事業会社

図2-4-1　エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律案【低炭素投資促進法案】
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第4節　チャレンジ25という将来世代への約束

地球温暖化対策税を含むグリーン税制の経済分析等に
ついて審議を行いました。環境省では、平成 21 年度
においても地球温暖化対策税の創設について要望する
とともに、経済産業省からも地球温暖化対策税の検討
について要望が行われました。平成 22 年度の所得税
法等の一部を改正する法律附則においては、地球温暖
化対策のための税について、「当分の間規定する税率
の取扱いを含め、平成 23 年度の実施に向けた成案を
得るよう検討を行うものとする」と規定されました。
　その他、自動車の低公害化、低燃費化や省エネ住宅
の推進に係る特例措置も盛り込まれました。
　さらに、平成 22 年度税制改正大綱では、地球規模
の問題解決のため、国際連帯税について早急に検討を
進めることとされました。国際連帯税は、環境問題の
ほか、国際金融危機、貧困問題などの地球規模の問題
への対策の一つとして注目を集めており、金融危機対
策の財源確保や投機の抑制を目的として国際金融取引
に課税する手法や、途上国の開発支援の財源確保など
のために国境を越える輸送に課税する手法など、さま
ざまな手法が議論されているもので、すでにフランス、
チリ、韓国などが航空券連帯税を導入するなど国際的
な広がりを見せているものです。
　また、これらの税制による税収の使途について、地
球温暖化問題に関する閣僚委員会タスクフォースの経
済モデル分析からは、すべての炭素排出に炭素比例で
課税する地球温暖化対策税を導入したとして、その税
収を地球温暖化対策に充てた場合、家計に一括還流す
る場合と比較して、実質可処分所得への影響が顕著に
緩和されるという結果が得られていることは注目に値
します。

地球温暖化対策基本法の制定と対策の推進

　わが国の地球温暖化対策の基本的な方向性を明らか
にするために、地球温暖化対策に関しての基本原則や
国、地方公共団体、事業者及び国民の責務、温室効果
ガス排出量の削減に関する中長期的な目標、地球温暖
化対策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本計
画、基本的施策等を盛り込んだ地球温暖化対策基本法
案を平成 22 年 3 月に閣議決定し、国会に提出しまし
た（図 2-4-3）。
　地球温暖化対策基本法案では、その目的として、地
球温暖化を防止すること及び地球温暖化に適応するこ
とが人類共通の課題であり、すべての主要国が参加す
る公平かつ実効性のある国際的な枠組みの下で取り組
むことが重要であることにかんがみ、地球全体の温室
効果ガス排出量の削減に貢献するとともに、国際社会
の中で率先して社会経済構造の転換を促進しつつ、脱
化石燃料化を図ること等により、温室効果ガスの排出
量をできる限り削減し、吸収作用を保全・強化し、地
球温暖化に適応することができる社会を実現するため、
経済成長、雇用の安定やエネルギー安定供給の確保を
図りつつ地球温暖化対策を推進することを掲げていま
す。
　この目的の達成に向けて、上記のとおりさまざまな
事項を定めており、その中でも特に重要な基本原則、
中長期的な目標、基本的施策の概要は次のとおりです。
　まず、基本原則として、地球温暖化対策を行うに当
たっての基本的な原則を定めており、次の 7項目を盛
り込んでいます。
・ 新たな生活様式の確立等を通じて、豊かな国民生活
と国際競争力が確保された経済の持続的な成長を実

1980年代からの環境問題に対する関心の高まり、気候変動枠組条約国際交渉（1990年～）など

・1990年 フィンランド いわゆる炭素税（Additional duty）導入

・1991年 スウェーデン 二酸化炭素税（CO2 tax）導入

ノルウェー 二酸化炭素税（CO2 tax）導入

・1992年　気候変動枠組条約採択【1994年3月発効】、6月地球サミット（リオデジャネイロ）

・1992年 デンマーク 二酸化炭素税（CO2 tax）導入

オランダ 一般燃料税（General fuel tax）導入

・1993年 イギリス 炭化水素油税（Hydrocarbon oil duty）の段階的引上げ（～1999年）

・1996年 オランダ 規制エネルギー税（Regulatory energy tax）導入

1997年　京都議定書採択【2005年2月発効】

・1999年 ドイツ 鉱油税（Mineral oil tax）の段階的引上げ（～2003年）、電気税（Electricity tax）導入

イタリア 鉱油税（Excises on mineral oils）の改正（石炭等を追加）

・2001年 イギリス 気候変動税（Climate change levy）導入

2003年10月　「エネルギー製品と電力に対する課税に関する枠組みEC指令」公布【2004年1月発効】
：各国はエネルギー製品及び電力に対して最低税率を上回る税率を設定

・2004年 オランダ

・2006年 ドイツ 鉱油税をエネルギー税（Energy tax）に改組（石炭を追加）

・2007年 フランス 石炭税（Coal tax）導入

・2008年 スイス 二酸化炭素税（CO2 levy）導入

出典：各国政府及びOECD資料

一般燃料税を既存のエネルギー税制に統合（石炭についてのみ燃料税として存続（Tax on coal））。
規制エネルギー税をエネルギー税（Energy tax）に改組

図2-4-2　諸外国における温暖化対策に関連する主な税制改正の経緯
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現しつつ、温室効果ガスの排出量を削減し、吸収作
用を保全・強化することができる社会を構築するこ
と。

・ わが国に蓄積された知識、技術、経験等を生かして、
及び国際社会においてわが国の占める地位に応じて、
国際的協調の下に積極的に推進すること。

・ 地球温暖化の防止等に資する研究開発・成果の普及
が図られるようにすること。

・ 地球温暖化の防止等に資する産業の発展及び就業の
機会の増大、雇用の安定が図られるようにすること。

・ エネルギーに関する施策との連携を図りつつ、エネ
ルギーの安定供給の確保が図られるようにするこ
と。

・ 防災、生物の多様性の保全、食料の安定供給の確保
等に関する施策との連携を図ること。

・ 経済活動・国民生活に及ぼす効果・影響について事
業者・国民の理解を得つつ、適切な財政運営にも配
慮すること。

　中長期的な目標には、温室効果ガス排出量の削減に
関する中長期的な目標と再生可能エネルギーの供給量
に関する中期的な目標があり、具体的な数値を明記し
ています。前者については、温室効果ガス排出量につ
いて、すべての主要国による公平かつ実効性のある国
際的な枠組みの構築及び意欲的な目標の合意を前提と
して 2020 年までに 1990 年比で 25％を削減すること、
2050 年までに 1990 年比で 80％を削減し、2050 年ま
でに世界全体の温室効果ガス排出量を少なくとも半減
するとの目標を、すべての国と共有するよう努めるこ
とを明記しています。後者については、温室効果ガス
排出量の削減に関する中長期的な目標の達成に関して、
再生可能エネルギーの供給量について、2020 年まで
に一次エネルギー供給量に占める割合を 10％に達す
ることを定めています。
　基本的施策には、国内排出量取引制度の創設、地球
温暖化対策のための税の検討その他の税制全体の見直
し、再生可能エネルギーに係る全量固定価格買取制度

○目的

○基本原則

○中長期目標

○基本計画

○基本的施策

　地球温暖化の防止及び地球温暖化への適応が人類共通の課題であり、すべての主要国が参加する公平かつ実効性のある国際的枠
組みの下、地球温暖化の防止に取り組むことが重要であることにかんがみ、地球全体における排出量の削減に貢献するとともに、
我が国における温室効果ガスの排出量をできる限り削減すること等ができる社会を実現する、経済の成長、雇用の安定及びエネル
ギーの安定的な供給の確保を図りつつ地球温暖化対策を推進し、地球環境の保全並びに現在及び将来の国民の健康で文化的な生活
の確保に寄与

　地球温暖化対策として以下の原則を規定
・新たな生活様式の確立等を通じて、豊かな国民生活と国際競争力が確保された経済の持続的な成長を実現しつつ、温室効果ガスの
排出削減ができる社会を構築

・国際的協調の下の積極的な推進
・地球温暖化の防止等に資する産業の発展及び就業の機会の増大、雇用の安定
・エネルギーに関する施策との連携、エネルギーの安定的な供給の確保　
・経済活動・国民生活に及ぼす効果・影響についての理解を得る　　　等

・温室効果ガス削減目標：公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築や意欲的な目標の合意を前提として、1990年比で2020年ま
でに25％を削減。また、1990年比で2050年までに80％を削減し、この場合において、2050年までに世界全体の温室効
果ガスの排出量を少なくとも半減するとの目標を、すべての国と共有するよう努める。

・一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割合を10％（2020年）とする。

地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画を策定

〈地域づくり〉
・都市機能の集積等による地域社会の形成に係る施策
・自動車の適正使用等による交通に係る排出抑制
・森林の整備、緑化の推進等温室効果ガスの吸収作用の保全及
び強化

・地方公共団体に対する必要な措置

〈地球温暖化対策のうち特に重要な具体的施策〉
・国内排出量取引制度の創設 （法制上の措置について、施行
後1年以内を目途に成案を得る）

・地球温暖化対策のための税の平成23年度からの実施に向
けた検討その他の税制全体のグリーン化

・再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度の創設その他
の再生可能エネルギーの利用の促進

〈国際協調等〉
・国際的連携の確保
・技術・製品の提供等を通じた自国以外の排出抑制等への貢
献を評価する仕組の構築　　

資料：環境省

〈ものづくり〉
・革新的な技術開発の促進
・機械器具・建築物等の省エネの促進
・温室効果ガスの排出の量がより少ないエネルギーへの転換、
化石燃料の有効利用の促進

・地球温暖化の防止等に資する新たな事業の創出
・原子力に係る施策
・地球温暖化への適応
・政策形成への民意の反映　　　等

 〈日々の暮らし〉
 ・機械器具・建築物等の省エネの促進
 ・自発的な活動の促進
 ・教育及び学習の振興
 ・排出量情報等の公表

図2-4-3　地球温暖化対策基本法案（平成22年３月12日閣議決定）の概要
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の創設という主要な 3つの制度の構築に加え、全量固
定価格買取制度以外の再生可能エネルギーの普及拡大
に関する施策、原子力に係る施策、エネルギーの使用
の合理化の促進、交通に係る施策、革新的な技術開発
の促進、教育・学習の振興、自発的な活動の促進、地
域社会の形成に当たっての施策、吸収作用の保全・強
化、地球温暖化への適応、国際的協調のための施策、
政策形成への民意の反映等について定めています。
　基本的施策に定める主要な 3つの制度のうち、国内
排出量取引制度については、温室効果ガス排出量の着
実な削減のため、温室効果ガスの排出者の一定期間に
おける温室効果ガス排出量の限度を定めるとともに、
その遵守のためのほかの排出者との取引等を認める制
度を創設するものとし、このために必要な法制上の措

置について、地球温暖化のための税と並行して検討を
行い、地球温暖化対策基本法の施行後 1年以内を目途
に成案を得るものとしています。その検討においては、
排出者の範囲や一定の期間における温室効果ガスの排
出量の限度を定める方法など制度の適正な実施に関し
必要な事項について検討を行うものとしています。そ
のうち、一定の期間における温室効果ガスの排出量の
限度を定める方法については、一定の期間における温
室効果ガスの排出量の総量の限度として定める方法を
基本としつつ、生産量その他事業活動の規模を表す量
の一単位当たりの温室効果ガスの排出量の限度として
定める方法についても、検討を行うものとしています。
　また、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、地球温暖化対策に関する基本的な計画（基

日々の暮らし～ゼロエミ住宅・建築の普及～

注：目標年について記載のないものは、2020年までの中間的な目標
資料：環境省

【中長期ロードマップで伝えたいこと】
①地球と日本の環境を守るためには、温暖化対策は喫緊の課題。2020年に25％削減、2050年に80％削減を実現するための対策・
施策の道筋を提示。
②エコ投資を進め、低炭素生活スタイル（エコスタイル）を実践することにより、我慢ではなく快適で豊かな暮らしを実現すること
が可能。中長期目標の達成のためには、「チャレンジ25」を通じた、国民一人ひとりの取組が重要。
③温暖化対策は負担のみに着目するのではなく、新たな成長の柱と考えることが重要。低炭素社会構築のための投資は市場・雇用の
創出につながるほか、地域の活性化、エネルギー安全保障の確保といったさまざまな便益をもたらす。

【目標】新築の改定省エネ基準達成率100％＊
・躯体（建物）と、家電等の消費機器、太陽光などの創エネ
機器を統合したゼロエミ基準策定
・省エネ基準・ゼロエミ基準の達成義務化
・新築・既築改修促進のための税制等
・ラベリング制度と環境性能表示の義務化
・住宅・GHG診断士によるゼロエミ化サポート
・住宅性能の見える化と削減量に応じたインセンティブ付与
の仕掛けづくり

地域づくり～歩いて暮らせる地域づくり～

【目標】旅客1人当たり自動車走行量の1割削減＊
・全自治体で低炭素地域づくり実行計画を策定
・居住・就業・商業の駅勢圏・徒歩圏への集約化
・LRT・BRTの延伸や計画路線の早期着工
・歩道・自転車の走行空間の整備
・公共交通の利用を市民に促す仕掛けづくり
・都市未利用熱を逃さずに最大限活用
・地域の自然資本を活かす低炭素街区の整備
・物流・地域間旅客交通の低炭素化

日々の暮らし～鉄道・船舶・航空の低炭素化～

・省エネ型の鉄道車両・船舶（エコシップ）・航空機（エコプレー
ン）の導入促進

・低炭素燃料の導入促進
・荷主が低CO2輸送業者を選ぶ仕組み

日々の暮らし～環境対応車（自動車）市場～

【目標】次世代自動車販売台数を250万台＊
・CO2排出量等に応じた税の重課・軽課
・燃料基準の段階的強化
・E10対応車の認証
・ハイブリッド・電気自動車の導入促進
・高性能電池、次世代電池の開発
・エコドライブ、カーシェアリングの促進

エネルギー供給～低炭素社会を見据えた次世代のエネルギー供給～

【目標】再生可能エネルギーの割合を10％以上に（2020年）、スマートグリッド普及率100％（2030年）
・事業投資を促す水準（内部収益率8％以上など）での固定価格買取制度、熱のグリーン証書化
・事業リスクや初期負担を低減し、再生可能エネルギー普及を目指す企業や地域を育成
・再生可能エネルギーの導入義務化、普及段階に応じた社会システムの変革
・再生可能エネルギー大量導入に耐えられる系統連系・貯蔵システムの強化、スマートグリッドの整備
・燃料転換、高効率火力発電技術による火力発電の低炭素化、安全の確保を大前提とした電子力発電の利用拡大

低炭素社会構築のための基幹的な社会システム

・キャップ・アンド・トレード方式による国内排出量取引制度、地球温暖化対策税

地域づくり～農山漁村地域のゼロカーボン化～

・全地域でゼロカーボン地域計画を策定し達成
・建築物等への木材利用促進、バイオマス資源の利用促進、
森林・農地等の吸収源の活用
・地域エネルギービジネスモデルの全国展開

ものづくり～低炭素ものづくりの世界展開～

【目標】エネルギー消費を3～4割減（2050年）
・排出削減をする企業が報われる市場づくり
・排出削減をする企業を金融面で支える環境づくり
・有価証券報告書等を通じた情報開示促進
・ライフサイクル排出量を評価する算定報告公表制度
・中小企業GHG診断士制度による取組サポート
・革新的技術の開発支援
・低炭素ものづくりの担い手育成
・脱フロン徹底（代替フロン等3ガス排出抑制等）

図2-4-4　地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ（概要）～環境大臣小沢鋭仁試案～
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本計画）を定めることとしていますが、まずは 2020
年 25％、2050 年 80％削減を実現するための具体的な
対策・施策の一つの絵姿、及びその場合の経済効果を

提示するため、2010 年（平成 22 年）3 月 31 日に「地
球温暖化対策に係る中長期ロードマップ（環境大臣試
案）」を発表しました（図 2-4-4）。今回の試案は、今
後国民の御意見を伺いながら、より充実したものとな
るよう精査していく予定です。
　そして、そのような道筋を踏まえ、すべての国民が
力をあわせて「地球と日本の環境」を守り、未来に引
き継いでいくためのチャレンジ 25 を推進する国民運
動「チャレンジ 25 キャンペーン」を展開し、エコな
生活スタイルの選択、省エネ製品の選択など「6 つの
チャレンジ」の実践を呼びかけることにより、ものづ
くりから日々の暮らしまで、さまざまな活動に伴う二
酸化炭素の排出の削減を進めます（図 2-4-5）。
　さらに、米国、中国などすべての主要国が参加する
公平で実効性ある枠組みづくりに向け、国際交渉を主
導していきます。また、先進国と途上国の架け橋とし
ての役割を果たすため、今後の国際交渉の状況を注視
しつつ、気候変動対策に意欲的に取り組む途上国に対
し「鳩山イニシアティブ」による途上国支援を進めて
いきます。

◆「チャレンジ25キャンペーン」が
　推進する「6つのチャレンジ」

1．エコな生活スタイルを選択しよう

2．省エネ製品を選択しよう

3．自然を利用したエネルギーを
 選択しよう

4．ビル・住宅のエコ化を選択しよう

5．CO2削減につながる取組を
 応援しよう

6．地域で取組む温暖化防止活動に
 参加しよう

◆キャンペーンのロゴマーク

ロゴマークのデザインと、「未来が変わる、日本
が変える」というスローガンは、地球温暖化は
世界全体の問題であり、25％排出削減に向け、
国民各界各層が力強くCO2排出削減の実践に取
り組み、挑戦の輪を拡げていくことを表現して
います。「企業・団体チャレンジャー」（地方公
共団体、企業、NPO等各団体）が、地球温暖化
防止に向けた情報提供やさまざまな普及啓発活
動を行う場合に、「企業・団体チャレンジャー」
として登録した上で、ポスター、パンフレット、
社内報、CM、名刺、ホームページ等さまざまな
媒体にこのロゴマークを使用していただくこと
ができます。

資料：環境省

図2-4-5　チャレンジ25キャンペーン
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温暖化防止の国民運動チャレンジ25キャンペーンコラム

　地球温暖化という人類の生存に
かかわる脅威に対して、世界が立
ち向かおうとしています。　
　日本は、京都議定書を批准し、
2008 年から 2012 年の間に二酸化
炭素などの温室効果ガス排出量を
1990 年に比べて 6％削減すること
を世界に約束しています。
　このような中、昨年 9 月、鳩山
内閣総理大臣はニューヨークの国
連気候変動サミットにおいて、「わ
が国は、すべての主要国による公
平かつ実効性のある枠組みの構築
と意欲的な目標の合意を前提とし
て、温室効果ガス排出量を 2020 年
までに 1990 年比で 25％削減する」
という目標を表明しました。 政府
では、地球と日本の環境を守り未
来の子どもたちに引き継いでいく
ため、「チャレンジ 25」と名付け、
あらゆる政策を総動員して地球温
暖化の防止を進めています。
　そのための国民的運動を、「チャ
レンジ 25キャンペーン」として本
年 1月 14日からスタートし、二酸
化炭素削減に向けた具体的な行動
の実践を呼び掛けています。各界
で活躍されている著名な方々もキャ
ンペーン応援団として参加していま
す。皆さんもぜひご参加下さい。

　チャレンジ 25 キャンペーン応援団のキ
ャプテンを務めている加山雄三です。国民
の皆様の中には、具体的な温暖化防止のア
クションは始めてはいないが、地球の将来
を考えて、きちんとやらないといけないと
思っている方もたくさんいると思います。
私も、今日から新しいスタートという気持
ちで、皆さんと一緒に CO2 削減にチャレ
ンジしていきますので、皆様もどうぞ、一
緒に参加しましょう。

「チャレンジ 25 キャンペーン」応援団
キャプテン
　加山　雄三　（かやま ゆうぞう）
　俳優、シンガーソングライター

「チャレンジ 25 キャンペーン」スーパ
ーアドバイザー
　小宮山　宏　（こみやま ひろし）
　 工学博士（東京大学、1972年）、
　第28代東京大学総長
　 2009年 4月より三菱総合研究所理
事長、東京大学総長顧問

　私はエコハウスに住んでおり 81％の
CO2 削減を実現しましたが、良さはそれだ
けではありません。結露しなかったり、家
の中でトイレが寒くなかったり、また、初
期投資も回収できるなど、とにかく、住み
やすいことがポイントです。私も、スーパ
ーアドバイザーとして全力で頑張りますの
で、皆さんも CO2 削減に向けチャレンジ
してください。

　マイ箸やマイバックを利用するなどして、
エコ活動に取り組んでいます。
最近では、ソーラーパネルの付いた携帯電
話が出てくるなど、そうした身近に使える、
エコな電化製品も増えてきています。
私も、毎日の生活の中でエコな取組を実践
し、CO2 をダイエットしていきますので、
皆さんも一緒に、CO2 ダイエットにチャレ
ンジしましょう。

「チャレンジ 25キャンペーン」応援団
　上戸　彩　（うえと　あや）
　女優

「チャレンジ 25キャンペーン」応援団
　大林素子　（おおばやしもとこ）
　 スポーツキャスター、（財）オリンピ
ック委員会スポーツアンバサダー

　50 年後、100 年後、スキーやビーチバレ
ーなどの競技が出来なくなるかもしれない
と言われています。私たちアスリートも、
各試合会場で、こどもたちに、温暖化防止
に向けたメッセージを送るなどの活動を行
っていますが、これからもそうした活動に
より一層取り組んでいきます。

　再生可能エネルギーを日本に広める団体
の代表発起人を務めるなど、温暖化防止に
取り組んでおりますが、自分自身の生活を
顧みますと、まだまだやりきれていない部
分があります。これから努力していきたい
と思います。

「チャレンジ 25キャンペーン」応援団
　岡田武史　（おかだたけし）
　 サッカー日本代表監督、地球環境イニ
シアティブ発起人

　開発の犠牲になる野生動物や、美しい自
然を見るたびに、心を痛めています。
また、その都度、人間の傲慢さと愚かさを
感じています。
愛と思いやりを持ってエコ活動に取組み、
意識を高めていきたいと思っています。

「チャレンジ 25キャンペーン」応援団
　杉本　彩　（すぎもと　あや）
　女優、作家

「チャレンジ 25キャンペーン」応援団
　杉山 愛　（すぎやま あい）
　 プロテニスプレイヤー、グランドスラ
ム62回連続出場の世界記録保持者、
グランドスラム3度優勝（ダブルス）、
オリンピック4回出場。

　温暖化による気温上昇は、海外でプレー
していても肌で感じることで、私たちのプ
レーする環境も、その暑さ等により、どん
どん厳しい状況になっています。まずは、
省エネ家電に買い替えるなど、自分のライ
フスタイルをエコに変えていきたいと思っ
ています。

　俳優の傍ら、国際短編映画祭の代表を務
めており、2008 年からストップ！温暖化
部門を設立しました。毎年、世界の映像ク
リエーターから温暖化防止のメッセージが
込められた映像が寄せられていますが、そ
んな映像の持つ力を活かして、日本はもち
ろん、世界中の人々に温暖化防止のメッセ
ージを伝えていきたい。皆さん、ともにチ
ャレンジしましょう。

「チャレンジ 25キャンペーン」応援団
　別所 哲也　（べっしょ てつや）
　 俳優／「ショートショート フィルム
フェスティバル ＆ アジア」代表
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2　チャレンジ25につながるさまざまな主体の取組

　このような政府の取組と相前後して、民間企業など
あらゆる主体で地球温暖化に対する問題意識が高まり、
さまざまな二酸化炭素削減の取組が始まっています。
環境省が平成 3年度から実施している「環境にやさし
い企業行動調査」においては、最近 10 年近くにわたり、
一貫して地球温暖化防止への取組を「方針を定めて取
組を行っている」とする企業が最も多く、その割合も
増え続ける傾向にあるという結果が得られています。
また、同じく環境省の実施している「環境にやさしい
ライフスタイル実態調査」では、インターネットを用
い、広く国民の環境問題に対する意識や行動をアンケ
ート調査していますが、近年の調査結果では、関心の
ある環境問題分野として「地球温暖化」を挙げる人が
最も多く、その割合も実に回答者の 8～9 割に達する
状況が継続しているなど、人々の地球温暖化に対する
問題意識の高まりが見て取れます。
　このような状況の中、近年のわが国の二酸化炭素排
出量は、総体としては残念ながらあまり削減が進んで
いない状況にあります。2008 年度の温室効果ガスの

総排出量は 12 億 8200 万トン（二酸化炭素換算）であ
り、京都議定書の規定による基準年（CO2、CH4、
N2O は 1990 年度、HFCs、PFCs、SF6は 1995 年）の
総排出量と比べると 1.6％上回っています※。
　部門別に排出量の推移をみると、産業部門（工場等）
や運輸部門（自動車・船舶等）では、さまざまな削減
努力の効果があってゆるやかに減少傾向にあるのです
が、商業・サービス・事務所等を含む業務その他部門
及び家庭部門では、二酸化炭素排出量は増加傾向にあ
り、総体としては産業部門等の削減効果を打ち消す形
となってしまっています（図 2-4-6）。なお、産業部門
等で平成 19 年度から 20 年度にかけて二酸化炭素排出
量の減少がみられますが、これは金融危機の影響によ
る年度後半の急激な景気後退が原因と考えられます。
　商業・サービス・事務所等で排出量が増加傾向にあ
る原因としては、事務所や小売店等の延床面積が増加
したこと、それに伴う空調・照明設備の増加、そして
オフィスの OA化の進展による電力消費の増加など
が挙げられます。また、家庭部門における増加につい
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産業部門（工場等）

運輸部門（自動車・船舶等）

業務その他部門（商業・サービス・事務所等）

家庭部門

エネルギー転換部門（発電所等）

工業プロセス

廃棄物（焼却等）

（年度）

単
位　

百
万
ｔ-

CO2

注：カッコ内の数字は各部門の2008年度排出量の基準年排出量からの変化率
出典：環境省

図2-4-6　二酸化炭素の部門別排出量（電気・熱配分後）の推移

※ 原子力発電所の利用率が長期停止の影響を受けていない時の水準（1998 年度の実績値）にあったと仮定して総排出量を推計すると、
2008 年度の総排出量は基準年比で 3.4％減となります。
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ては、世帯数の増加による電力消費の増加などが原因
と考えられています。これらの部門は、いずれも既製
のエネルギー消費機器を購入して使用するというエネ
ルギー消費形態であり、オフィスや家庭内のどこから

どれだけ排出されているのかといった専門知識にも乏
しいことから、産業部門（工場など）が自ら工程を見
直して排出削減を行うのと同じように取り組むという
ことはむずかしいと思われているものです。しかしな

「見える化」によるソリューション
―企業の利益創出と二酸化炭素排出量削減の両立に向けて―

コラム

　エネルギーの消費によって発生する温室効果ガ
スは、地球温暖化を引き起こす大きな原因となり
ます。快適な生活を守り、住みやすい地球を子孫
に残していくために、近年では企業や工場をはじめ、
店舗、住宅にも省エネへの取組が求められていま
す。
　電気・ガスなどのエネルギーは無形のため、通常、
使用量を目で見ることはできないのですが、これ
をセンサー等を使用して「見える化」することに
より、いつ・どこで・どのくらいのエネルギーを
使っているか、より詳しい分析を行うことが可能
となります。従来、二酸化炭素削減対策がむずか
しいと思われてきた業務民生分野であるオフィス・
家庭などでも、電力消費量を「見える化」するこ
とで、意外とかなりのムラ ･ムダが見つかるものな
のです。
　近年では、顧客の工場やオフィス等で、この目
に見えない使用エネルギー量を「見える化」し、
それによって見えたムダ ･ムラを指摘、改善をア
ドバイスするといった事業も始まり、それを利用
した省エネ・環境対策活動が活発化してきています。
　特に製造業においては、過去から省エネ活動が
取り組まれており、もう改善はやりつくしたと思
われがちですが、より細かなエネルギー計測を行い、

設備ごと・生産ラインごとに「見える化」を行うと、
意外とまだまだ改善の余地があることが分かりま
す。また、年々二酸化炭素排出量が増えてきてい
る民生業務分野では、さらに省エネの改善余地が
あることが想定されます。多店舗型業態の企業は
店舗に注目されがちですが、企業全体を捉え、物流・
倉庫・工場等、エネルギー使用量の多い拠点の管
理も行うことにより、さらに二酸化炭素排出の削
減余地が出てくることが見込まれます。
　「見える化」からの省エネ活動は、先進的に京都
市立の幼稚園・小中高等学校において「京都モデル」
として活発なエコ活動として取り組まれており、
大きな省エネ効果を出しています。さらには「見
える化」を利用した環境教育により、持続可能な
社会に向けた人づくりへの取組が始まっています。
学校を起点とし、家庭・地域へ波及していくこと
により、さらなる省エネ ･環境対策活動の広がり
が期待されます。
　今後、太陽光発電などの普及が進むとともに、
二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーを優
先して使用するなど電力の最適な融通を行うこと
により、快適な生活と二酸化炭素削減の両立が実
現可能となり、環境と人々の暮らしを豊かにする
社会の実現が期待されます。

7月よりも9月の方が

気温が低いにもかかわらず、

9月の方が電力量が多い

中間期には冷暖房の

混在運転などのムダがある

●設備の運用・管理方法の改善による省エネを実現

●空調自動制御で、デマンド、消費エネルギーを削減

気温データと店舗の電力量（℃） （kWh）
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資料：オムロン株式会社資料より環境省作成

「見える化」による改善の事例
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がら、「環境にやさしいライフスタイル実態調査」結
果からもわかるように、本質的には、今の人々は自ら
の二酸化炭素排出を削減したがっているものと考えら
れます。また、これらの部門は、現状で削減対策がで
きていないだけに、エネルギー使用のムダやムラが潜
んでおり、まだまだ対策の余地があるものといえまし
ょう。

　対策の余地という観点では、製品製造工程等の最も
主要と思われる二酸化炭素排出過程のみならず、原材
料調達過程（上流側）や製品の出荷・物流過程、使用、
廃棄等（下流側）での排出にも留意し、サプライチェ
ーン全体で可能な対策を講じることも非常に重要です。
また、サプライチェーン全体での対策を検討する上で
は、自社の活動に起因する二酸化炭素排出のみならず、
海外を含めて、事業活動上の関連企業の活動に起因す
る排出についても留意すべきです。
　このようなサプライチェーン全体を見渡した上での
排出削減の取組としては、すでにある総合化学メーカ
ーにおいて、資源調達過程に着目し、廃材アルミをク
ローズドループリサイクル化することで、一から精錬
する場合と比べて精錬から製造までに排出される二酸
化炭素を 74％削減できることを明らかにするなどの
動きがあります。部品を海外から調達したり、組立工
程を海外に移転しており、そこで多くの二酸化炭素が
排出されているような場合には、わが国の技術を移転
し、海外の工程での排出を削減することも考えられま
す。また、別の製造業企業においても、これまであま

り顧みられることのなかった物流過程に着目した結果、
トラックの平均積載量にかなりの余裕、すなわちムダ
があることが判明するなど、今後このような取組のま
すますの普及が望まれます。
　上流から下流までをトータルでとらえるという考え
方を国全体に拡げると、さまざまな産業で原材料調達
などを環境配慮度合いの低い海外に依存せざるを得な
い場合もありますし、大量に二酸化炭素を排出して製
造された製品が輸入されることもあります。一方で、
国内では、環境配慮型の工程で製造された製品や、製
品そのものが環境性能が高いというものも多数あり、
そのような製品が輸出されて、海外での排出削減に貢
献している場合も多数あると考えられます。これらを
トータルで捉えて、わが国の産業全体として、世界全
体でみて二酸化炭素排出を削減できるような産業構造
とすることが望まれます。
　このような考え方に立つと、例えば、わが国の製鉄
業では、同じ量の粗鋼を生産する際に排出される二酸
化炭素の量で比較して、海外より 4割程度少なくて済
んでいます。このすぐれた技術を活かして製造した鉄
鋼を大量に輸出することにより、わが国が逆に外国か
ら輸入している分の影響を差し引いても、平成 19 年
時点で、世界全体で 1,400 万トン（わが国の総排出量
の 1％強に相当）の排出削減に貢献しているものと計
算されます。また、ある自動車メーカーでは、同社の
「サスティナビリティレポート 2009」において、海外
も含めてハイブリッド自動車を累計で 180 万台以上販
売しており、世界全体での累積二酸化炭素排出削減効

排出削減・吸収活動
プロジェクト実施事業者

検証機関

＜排出削減・吸収活動プロジェクトの例＞

森林バイオマス活用

森林管理

プロジェクト計画
プロジェクト実施

モニタリング報告書を提出

検証報告書を提出

J-VERを登録簿の口座内に保有

J-VERを登録簿の
口座内に取得

J-VER
登録簿資金

温室効果ガス排出企業等
Ｊ-VERをカーボン・オフセット等に利用

オフセット・クレジット
（J-VER）認証運営委員会

（環境省）

〇国内で実施されたプロジェクトによる温室効果ガス排出削減・吸収量を、カーボン・オフセットに用いられる一定の信頼性が確保され
たオフセット・クレジット（J-VER）として認証する制度。環境省が平成20年11月に創設。

〇本制度により、市民・企業・自治体等がカーボン・オフセットを行うための資金（J-VER購入資金）が、地方の森林整備や地域地場産
業等の国内の排出削減・吸収プロジェクト事業者に還流される。

②申請
③受理、審査、登録

④モニタリングを実施

⑥認証⑤検証を実施

口座 J-VER

口座 J-VER

①ポジティブリスト・方法論等の設計・公表

⑦クレジット発行

図2-4-7　オフセット・クレジット（J-VER）制度について

出典：環境省
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果は 1,000 万トン以上に達しているとしています。ほ
かにも、海水淡水化などの浄水処理方法として、わが
国の企業が得意とする技術に逆浸透膜法があり、ある
膜製造メーカーでは、同社の膜技術を世界に普及させ、
旧来の蒸発法と置き換えることにより、平成 19 年現
在で約 940 万トンの二酸化炭素削減に貢献しているも
のと見積もっています。これらの事例のように、すで
に大きく海外での温室効果ガスの削減に寄与している
ケースも現れていますが、わが国としては、さらにさ
まざまな産業において同様の努力を継続し、新成長戦
略にあるとおり、民間ベースの技術を活かした世界の
温室効果ガスの削減として、わが国の総排出量に匹敵
する約 13 億トン -CO2 の削減を目指すべきと考えられ
ます。

　地球温暖化に問題意識を持ち、生活や事業活動から
排出される二酸化炭素を削減したい人々（個人、法人
とも）に対して、利用するさまざまな商品やサービス
からの二酸化炭素排出量の情報提供、すなわち「見え
る化」は、その行動を強く後押しします。また、人々
の地球温暖化に対する問題意識の高まりに呼応して、
二酸化炭素の排出削減に取り組む姿勢が、企業や商品
のブランド価値を高める時代になってきました。この
ような状況を背景として、例えばカーボン・オフセッ
ト付き商品サービスを提供することにより、自社ブラ
ンドのイメージを向上させることも狙って、海外から
買い取った二酸化炭素排出権を国に寄付し、カーボ
ン・オフセットを行う企業が増加中です。また、類似
の仕組みであるグリーン電力証書制度についても、契
約電力量が近年急激に増加しているところです。カー
ボン・オフセットについては、行政においても、例え
ば環境省において、その普及を後押しすることによっ
て二酸化炭素排出削減・吸収に貢献するとともに、民
間資金を国内の山村地域に還流して地域活性化を図る

ことを目的に、オフセット・クレジット（J-VER）制
度の運営などが行われています（図 2-4-7）。
　中小企業等の二酸化炭素削減努力を後押しするため、
平成 20 年 10 月、排出量取引の国内統合市場の試行的
実施に併せて、大企業の技術・資金等を提供して中小
企業等が行った温室効果ガス排出抑制のための取組に
よる排出削減量を認証し、大企業が自主行動計画等の
目標達成のために活用する仕組みである国内クレジッ
ト制度が始まりました。

　また、大胆に街ぐるみで住宅や商業施設からの二酸
化炭素排出削減に取り組む事例も現れてきました。東
京都千代田区では、平成 20 年 1 月に制定した千代田
区地球温暖化対策条例に基づき、区有施設などにおい
て率先して電力量の削減に取り組むため、平成 20 年
度から区が管理する街路灯を省エネルギー型の照明に
交換しています。すべての街路灯 5,501 基が交換され
たと仮定すると電力量は約 250万 Kwh削減されます。
これは、一般家庭約 700 世帯が 1 年間に消費する電力
量に相当します。また、埼玉県越谷市では、独立行政
法人都市再生機構（UR都市機構）を施行者とする「越
谷レイクタウン」土地区画整理事業において、自転車
専用レーンを設け、ほとんどの住まいを駅徒歩 15 分
圏内とするコンパクトな街づくり、調節池から流れる
冷気の活用、集合住宅における太陽熱セントラルヒー
ティングの活用のほか、大型複合商業施設では、都市
ガスを利用した高効率の冷暖房（ハイブリッドガスエ
コシステム）や太陽光発電を導入して従来型ショッピ
ングセンターと比べ二酸化炭素排出を 20％削減する
など環境共生のまちづくりがなされています（図
2-4-8）。
　なお、「越谷レイクタウン」は、このような取組に
より「環境に配慮した住みよいまちづくり国際賞」と
して唯一の国際的表彰制度である「リブコムアワード

ビオトープ
浮島

水辺のまちづくり館

エコストア（大型複合商業施設）

大相模調節池

越谷レイクタウン駅

環境モデル地区
（集合住宅・戸建て住宅地区）

［凡例］
レイクサイドウォーク

※パースは計画に基に書きおこしたもので実際とは異なります。

出典：独立行政法人都市再生機構 埼玉地域支社

おおさがみ

図2-4-8　越谷レイクタウン土地区画整理事業
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2009」において、日本で初めてプロジェクト賞の金賞
を受賞しました。
　これらの取組事例のように、企業が自主的に二酸化
炭素排出権や割高なグリーン電力を購入したり、民間
主導で二酸化炭素削減を目的とした大型プロジェクト
が実行されたりするようになってきたということは、
それだけ地球温暖化対策の意義が人々の間で浸透して
きたことの現れであり、同時に環境を保全しながら経
済をも発展させるための具体的な方法論が産み出され
てきたことの現れであると考えられます。
　地球温暖化対策の取組は、わが国一国にとどまるも
のではありません。また、地球温暖化問題の解決のた
めに、人々の文化や豊かさが犠牲になるようでは、継
続的に対策を行うことはできないでしょう。生活水準
を落とさずに対策を行うには、革新的な技術が必要で
す。そして新成長戦略にも掲げられているとおり、わ
が国の環境技術は、今後の日本経済にとり最大の強み
であり、世界の二酸化炭素排出削減に貢献できるもの
であるといえるほどのすぐれたものと考えられます。
　ハイブリッド車や二次電池、あるいはヒートポンプ
技術などでの国際的な技術優位性については改めて指
摘するまでもありませんが、ほかにも省消費電力型デ
ィスプレイや次世代の照明として有望視される有機
EL の材料では、わが国の企業が世界シェアの 90％を
占めているほか（図 2-4-9）、太陽光発電システムやハ
イブリッド車などに使用され、市場規模では年率 20
％近い成長を続けるパワーデバイス（パワー半導体）
などの分野においても、わが国は世界有数の技術やシ
ェアを誇っています。さらには、前述したように、新
成長戦略において、わが国の民間ベースの技術を活か
した世界の温室効果ガスの削減目標値として約 13 億
トン -CO2 が掲げられているところであり、正に「環
境が牽引する経済発展」を実現するに足る条件が備わ
っていると考えられます。
　しかしながら、それぞれの国情や激しい国際競争の
実態にかんがみると、全世界にわが国の製品や技術を
普及させることは、必ずしも容易ではありません。わ
が国のもつ省エネルギー技術などは、最適な操業を行
うための維持管理に高度な知識を要することや、一部
の途上国には技術移転に係る費用の負担が大きすぎる
場合があること、企業の持続的な開発・普及に不可欠
な知的財産権の適切な保護等が必要であることから、
技術の移転・普及に向けては、当該国の国情に応じた
最適な技術の特定・開発や、技術の維持・管理のため
の人材育成、適切な資金支援や法制度整備を行ってい
く必要があります。こうした取組を促進するためにも、

鳩山イニシアティブを通じ途上国支援の仕組みを有効
に活用するとともに、日本が世界に誇るクリーンな技
術や製品・インフラ・生産設備などの提供を行った企
業の貢献が適切に評価される仕組みの構築など、相手
国とウィン－ウィンの関係をもって進めることも検討
の視野に入れるべきでしょう。
　他方で、わが国の産業界は、世界に先駆けてさらな
る環境技術の高度化を追求し、率先してそのようなト
ップランナーの生産技術を導入することも忘れてはな
りません。これにより、潜在的な可能性としては、例
えば、（独）新エネルギー・産業技術開発機構（NEDO）
の調査結果によれば、わが国の石炭火力発電所の熱効
率がトップランナー機器に置き換わったと仮定すると、
約 400 万トンの二酸化炭素排出の削減が可能であると
されています。
　これらには技術的に大きなチャレンジがありますが、
その可能性を秘めているのがわが国の底力であり、わ
が国には、その技術力を発揮することによる地球温暖
化問題解決への貢献が求められます。こうしたチャレ
ンジを克服していく過程で、今後のわが国の経済を強
力に牽引する「輸出商品」が誕生することにつながる
と考えられます。

写真提供：財団法人山形県産業技術振興機構

図2-4-9　有機ELラウンジ
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量子ドット太陽光発電

　地球温暖化対策にとって、太陽電池技術は極め
て重要です。しかし、太陽電池のエネルギー変換
効率が、シリコンの理論上の限界とされる 29％に
近付きつつあり、この限界を乗り越える新材料や
新構造の出現が期待されています。量子ドットは、
この太陽電池の性能限界の突破に向けて重要な役
割を果たすことが期待されています。量子ドット
を用いると、理想的には 60％以上の効率を図るこ
とができます。集光システムを用いれば、既存の
太陽電池パネルの 1000 分の 1 の面積で同等の電力
を生成することが可能になります。
　半導体量子ドットは、荒川教授らの研究によっ
て1982年に生まれた日本発の革新的基礎技術です。
太陽電池の仕組みは、半導体に太陽光が当たり電
子が動くことで電流が生じます。しかし、現在の
シリコンなどの半導体ではその中の電子が自由に
動き回るため、電極に達した電子しか取り出せて
いないため、限界があります。今、この中に「量
子ドット」という 10 ナノメートル（ナノは 10 億
分の 1）程度の寸法を有する箱を置いたとします。
もし箱のポテンシャルが電子にとって低ければ、
電子は箱の中に閉じ込められ運動の自由度を失い
ます（右図）。量子ドットに閉じこめられた電子は、
効率よく電極に達することになります。箱の形を
変えたりすれば、電子のエネルギー（振動数）を
制御することができます。ちょうど管楽器が形に
よって音色や音程を変えていることに相当します。
左図に示すように、自然界で勝手に飛び回ってい
た電子を量子ドットという小さな箱の中に捕捉し、
これにより電子の性質を自由自在に変えてやるこ
とができるのです。
　太陽電池の変換効率の限界を決めているエネル
ギー損失の主たる要因として、太陽光のすべての

波長のエネルギーを吸収できないという透過損失
と、受け取り可能な光エネルギーより大きなエネ
ルギーを吸収した場合、それが半導体内部で熱に
変わって失われてしまうという熱損失があります。
量子ドットのエネルギーの離散性を活用すると、
熱損失を抑制することが可能になります。また、
いろいろ工夫することにより、透過損失も解消で
きます。これらにより、理想的には、60％以上の
効率の実現を図ることができます。
　材料としては、これまでは主として化合物半導
体による量子ドットが用いられてきていますが、
最終的にはシリコン系量子ドットによる太陽電池
の実現が期待されています。しかし、現時点は大
きな課題が山積しており、今後長期的な視点で研
究開発を行っていく必要があります。例えば、量
子ドットの寸法と位置の完全制御や、高品質な材
料開発も不可欠です。さらに、原理的にも明らか
にしなければならないことがたくさんあります。
　量子ドットは、日本の研究者が世界をリードし
てこれまで研究開発を推進してきた研究分野です。
量子ドット太陽電池への展開についても今後わが
国の英知をさらに結集させることにより、世界の
先頭を切って高効率太陽電池の実現に貢献できる
ものと期待されます。ただし、短期的に過大な期
待をするのは危険であり、20～30 年の長期的な研
究開発の取組が必要です。幅広い裾野をもつ多数
の研究開発者の人材育成を含めて、今後わが国と
して研究開発体制を確立することが必要であると
考えられます。将来、量子ドット太陽電池は、グ
リーン・イノベーション創出に向けて最も重要な
基盤デバイスの一つとして位置づけられることに
なるでしょう。

コラム

量子ドットの概念図と電子顕微鏡写真

写真提供：東京大学ナノ量子情報エレクトロニクス研究機構長荒川泰彦教授
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シナリオA：活力、成長志向 シナリオB：ゆとり、足るを知る

都市型/個人を大事に 分散型/コミュニティ重視

より便利で快適な社会を目指す 社会・文化的価値を尊ぶ

GDP1人当たり2％成長 GDP1人当たり1％成長

集中生産・リサイクル
技術によるブレイクスルー

地産地消、必要な分の生産・消費
もったいない

絵：今川朱美

資料：2050日本低炭素社会シナリオチーム（独立行政法人国立環境研究所、国立大学法人京都大学、みずほ情報総研株式会社）より環境省作成

図2-4-10　低炭素社会構築に向けた2つの社会ビジョン

　あらゆる主体の参加による地球温暖化対策が功を奏
して温室効果ガスの排出が削減された社会、低炭素社
会というのはどのような社会なのでしょうか。ここま
で環境対策を経済成長の制約要因と考えるのではなく、
むしろ経済成長のためにグリーンイノベーション、環
境産業を振興すべきと述べてきました。地球温暖化対
策は長期にわたる努力が必要です。長期目標の目標年
である 2050 年の日本社会はどのようなものになって
いるのでしょうか。
　二酸化炭素削減の方法はさまざま、技術や施策の導
入年もさまざまなシナリオが考えられ、当然、シナリ
オによって 2050 年の社会の姿は変わります。
　望ましい社会経済の姿は人ぞれぞれ、一つではあり
ません。例えば、環境省では、地球環境研究総合推進
費による戦略的研究開発プロジェクト「脱温暖化社会
に向けた中長期的政策オプションの多面的かつ総合的
な評価・予測・立案手法の確立に関する総合研究プロ
ジェクト（以下「2050 年脱温暖化社会プロジェクト」
という。）」において、初めに望ましい 2050 年の社会
経済の姿を想定し、それが実現可能かどうか、そして
実現するためには何をすべきなのかを検証するという
アプローチ（バックキャスティング手法）を用いて、
将来像に幅を持たせ、経済発展・技術志向型のビジョ
ンAと地域重視・自然志向型のビジョンBを想定して、
それぞれエネルギーサービスの需要を含むその具体的
な姿を描きました（図 2-4-10）。
　ビジョン A「活力・成長志向」では、次のような
将来像を想定しました。すなわち、企業や政府などの

積極的な技術開発投資を背景に技術進歩率は高く、ま
た社会全体として経済活動は活発であり、1 人当たり
年間経済成長率 2％／人 ･ 年を維持しているような社
会です。これらの高い経済成長率を支える要素として
は、技術進歩に加えて個人レベルでの活発な消費と高
い労働意欲が挙げられます。就業に関しては老若男女
や国籍の区別がほとんどなく、個人の能力、特性、専
門性に応じた雇用が標準となり、機会の平等が実現し
ています。また、これまで女性が担ってきた家事は大
部分が外部化・機械化されており、仕事以外の空いた
時間は自分のキャリアアップのために活用するなど、
人々は「自分の夢」のために費やす時間が多くなって
います。また、消費に関しては新しい技術や製品・サ
ービスを積極的に受け入れるため、消費は旺盛であり
買い替えのサイクルも比較的短い社会です。一世帯の
構成人数は減少し、家族よりも個が重視され、若者や
高齢者の一人暮らしが増加します。地方より都心部、
戸建て住宅よりも集合住宅に居住する人口が増加し、
利便性の高い生活を好む風潮が強くなると考えられま
す。
　一方、ビジョン B「ゆとり・足るを知る」では、A
と異なり、1 人当たり年間経済成長率は 1％／人 ･ 年
であるが、ボランティア活動など経済として現れない
活動も活発に行われるため、必要なサービスは充分享
受できるとしました。そのほか、地方においても充分
な医療サービスや教育を受けることが可能になるなど、
不便のない生活が可能になっていくため、自らのライ
フスタイルに合った特色のある地域（地方等）に移り

3　温室効果ガスの排出が削減された将来世代の暮らし
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住んでいく人が増加し、結果的に都心から地方への人
口・資本の分散が進むものと想定しました。その結果、
農村などで庭付き一戸建てをもつ人が増加するなど、
戸建て住宅に居住する人が増加し、一世帯当たりの構
成人数と床面積が増加すると考えられます。ワークス
タイルとしては、各家庭のライフプランにあわせて二
人でバランスをとりながら収入を確保するスタイルが
普及・定着しています。そして家事については家族内
で分担されたり、地域内のボランティアや NGOなど
がそれぞれの地域で提供している無償のサービスなど
を活用したりするケースが多く見られます。一方で家
族と過ごす時間が増加し、余暇時間には趣味やスポー
ツ、習い事などのほかに、ボランティア活動や農作業、
地域活動に従事する人が増加するでしょう。このよう
に、一つの地域の中にも多様な個性が存在するが、そ
の分他者を尊重し、共に強みを出し合って協力しあう
知恵を持って生活しているといった社会経済がイメー
ジされています。
　環境省の委託調査である 2050 年脱温暖化社会プロ
ジェクトでは、ビジョンAもビジョン Bも、実のと

ころ、従来のさまざまな日本社会長期将来見通しと大
差なく、諸想定の範囲内に収まっているものであり、
実際には、これらの社会経済ビジョンへいたる 2つの
シナリオは調和しながら混在しつつ進行していくのだ
ろうとしています。また、同プロジェクトでは、いず
れのビジョンについても、2050 年にわが国の二酸化
炭素排出量を 1990 年比で 70％削減することが可能で
あることを示しました。さらに、環境省では、この研
究成果を踏まえて、経済性、政策的実現性も考慮して
技術的に二酸化炭素を 80％削減しつつ需要に見合う
エネルギーの供給が可能かどうかを検証しており、80
％削減は可能という結論に達しました。

　一方、技術革新の観点から将来像を想像することも
できます。平成 20 年度に、18 人有識者ヒアリングや
一般からの意見募集を踏まえて、中央環境審議会地球
環境部会において取りまとめられた低炭素社会の具体
的イメージでは、例えば図 2-4-11 のような社会像が示
されており、低炭素社会の実現に向け、①カーボンミ
ニマム、②豊かさを実感できる簡素な暮らし、及び③

大都市・中都市

■住みやすく、にぎわいのあるコンパクト
な都市が形成。

■道路は自転車が安全に走行できるよう整
備。

■パーソナル移動体を活用。
■都市規模や既設インフラに応じ、鉄道・
バス・LRTを組み合わせた公共交通網が
整備。

■集合住宅比率が高く、職場と住居は近接。
■下水汚泥等都市における未利用エネル
ギーの積極的活用（小都市も同様）。また、
熱輸送管が整備され地区レベルで排熱を
含むエネルギーを有効に活用。

■風の通り道となる緑地や水辺などが確保
され、ヒートアイランド現象が緩和。

■屋外照明・広告の減少等により星空の観
察が可能。

■集中豪雨に伴い都市型浸水が起こること
がないような治水施設が整備。

小都市

■世帯数が減少する局面においては、例え
ば鉄道駅等が拠点となり周辺に業務・商
業施設、居住地域がコンパクトに集積し、
都市周辺部は緑地・農地等の保全が図ら
れている。
■ICTの進展により利便性が大幅に向上した
バスが公共交通機関として中心的役割を
果たす。需要に応じてさまざまなサイズ
のバス運行（農山漁村も同様）。
■都市部周辺には農地があり、地産地消が
行われやすい環境にある。
■中層建築物について、国産材を活用した
木造建築及び木造・鉄骨のハイブリッド
建築物の比率が高まる。
■多自然川づくりにより、地域の暮らしや
歴史・文化に配慮し、自然が本来有して
いる生物環境や河川景観を保全創出しつ
つ治水が行われ、災害に強いまちになっ
ている。

農山漁村

■森林の設備・保全の推進によるCO2吸収
源の確保。
■経営規模の拡大、効率的な生産により、
第一次産業は活性化。
■移動については自動車の比重が高いが、
自動車はモータ駆動もしくはバイオ燃料
で走行。
■住居・建築物のほとんどは木造。
■地域で発生する廃棄物系バイオマス、稲
わらや間伐材等の未利用バイオマス、資
源作物などがエネルギーや製品の供給源。
■地域関係者連携の下、地域に賦存するバ
イオマスを総合的に利活用する取組が全
国に広がっている。
■通信システムの高度化により、自然豊か
な地域に居住しながらの就業が可能。ま
た、医療サービスや教育の十分な享受も
可能。
■森林の整備・保全を通じた公益的機能の
さらなる発揮により、山地災害の防止に
寄与。地域に応じた適応策。

低炭素社会における
「まち」のイメージ図

小都市

地産地消

バーチャルコミュニケーションシステム
風の道

熱輸送管 大・中都市 農山漁村

まちの規模と低炭素社会の構成要素
ほかの地域と比べて普及率が高い部分に線を引いている。

交通

住宅・
建築物※

エネ
ルギー

大都市・中都市 小都市 農山漁村

パーソナル移動体
鉄道・LRT

バス

自動車（モーター駆動・バイオ燃料）

高層住宅・建築物
中層住宅・建築物（木造比率の増加）

低層住宅・建築物

太陽光・熱
熱融通

バイオエネルギー供給源

風力

徒歩・自転車

※低層は2～3階、中層は4～7階、高層はそれ以上と大まかに分類

資料：2050日本低炭素社会シナリオチーム（独立行政法人国立環境研究所、国立大学法人京都大学、みずほ情報総研株式会社）より環境省作成

図2-4-11　低炭素社会の具体的イメージ　まち
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自然との共生の実現を基本理念として、あらゆる主体
が取組を進めていくことが必要とされています。
　また、現時点ではまだそれほど普及していない、あ

るいは実用化の目途は立っていないが、将来的に有望
視されているような地球温暖化対策に資する技術は数
多くあります。例えば工場・発電所や廃棄物焼却炉な

・家でも仕事場でも、無駄にエネルギーを使わないようにする。自然のエネルギー
は有効に利用するという心構えが当たり前になっている。
・「見える化」技術によって提供される正確な情報に基づき、省エネ行動を実践
している。
・無駄なエネルギーを使わないようにするということについて、家庭、マンショ
ン住民、社員といったそれぞれの構成員が、常に高い環境意識の下に協働して
省エネを実現している。
・洗練された高度情報技術の活用によって、自宅の立地に関わらず、自宅や自宅
近辺の施設において会社と同様の作業環境を構築することができ、働き方の自
由度が大幅に増している。企業にとっても、立地の自由度が高まり、大都市に
立地せずとも世界市場での仕事ができるようになる。

・わが国の「ものづくり」力を集結したエネルギー効率の高い機器（高効率ヒー
トポンプ、高効率照明など）や自然エネルギー利用技術が開発され、広く普及
している。
・電力や熱は、太陽エネルギー利用や燃料電池などによって住宅・建築物におい
て生産されたもの、系統電力や熱輸送管などを通じて外部から供給されたもの
が合理的に組み合わさって消費されている。
・ITによる高度制御技術によって照明や空調は生活者の動きにあわせて運転され
ている。

・木造住宅・建築物の普及が拡大。中層階の建築物にも木造が採用されている。
・地域それぞれの気候条件に適した住宅を生み出すデザイナーと匠が育成され、
自然を建物内に上手に取り入れ、また、冬季は暖房を使わなくとも十分に暖か
い、快適な空間を提供する建物が普及している。
・長期にわたって使用可能な質の高い住宅（「200年住宅」）や、建築物の寿命
を延ばす工法、エコ改修が普及。既存住宅の流通シェアが拡大している。
・各自が使用している機器のCO2排出量を、いつでもどこでも把握できる「見
える化」（環境負荷の表示、環境配慮行動に関するアドバイスなど）インフラ
が整備されている。

行動 Behavior

技術 Technology

行動や技術を支える基盤 Foundation

太陽光発電＆
太陽熱温水器

遮熱・遮光

エコナビゲーション
システム（環境負荷
表示など）

高効率ヒートポンプ
（冷暖房・給湯）

地中熱ヒートポンプ

屋上緑化

高断熱住宅

高効率照明

噴射式冷暖房

燃料電池

持続電力削減

バーチャルコミュニケーション
システム

ペーパーレス

太陽光発電

COOLBIZ
WARMBIZ

高効率な機器

自然遮光

自転車通勤 BEMS（ビルエネルギー
マネジメントシステム）

行動 技術 活動の場

注）エアコン、断熱、ヒートポンプはノンフロン化
低炭素社会における
「就業空間」のイメージ図

低炭素社会における
「居住空間」のイメージ図

資料：2050日本低炭素社会シナリオチーム（独立行政法人国立環境研究所、国立大学法人京都大学、みずほ情報総研株式会社）より環境省作成

図2-4-11　低炭素社会具体的イメージ　居住

低炭素社会における
「移動」のイメージ図 車体の軽量化

エンジン効率改善
モーター駆動自動車

カーシェアリング

エコドライブ

高度道路交通システム

パーソナル輸送

徒歩・自転車で
暮らせる街づくり

大・中都市

誰もが利用しやすい
公共交通機関

バイオ燃料
水素燃料

小都市

：行動 ：技術 ：活動の場

日本の誇り高い
公共交通機関利用率
100％

80％

60％

40％

20％

0％

7％

53％

7％

32％

1％

87％

6％
6％

5％

78％

8％
8％

2％

84％

5％
10％

20％

78％

2％
1％

日本 イギ
リス

ドイツ フラ
ンス

米国

航空

乗用車

バス

鉄道

先進国の旅客輸送量の内訳
日：2003．英・独・仏：2002．
米：2001（国土交通省資料）

すぐれた移動体技術

プラグインハイブリッド
自動車

新幹線

行動　Behavior

技術　Technology

・車体の軽量化、エンジン効率改善、モーター駆動自動車（プラグイン
ハイブリッド自動車・電気自動車・燃料電池自動車）の普及により、
自動車単体は大幅に高効率化。自動車による大気汚染問題は大きく改
善されている。
・さまざまな種類のパーソナル移動体（1人乗り）が数多く誕生。移動
手段の選択は大幅に広がる。
・高度道路交通システムが渋滞緩和、輸送効率改善に寄与。移動体の自
律的な運転も実現。安全性も大きく向上し交通事故が大幅に減少して
いる。

行動や技術を支える基盤　Foundation

・都市の規模・特性に応じて鉄道、バス、モノレール、LRTなどといっ
た公共交通機関が適切に選択、組み合わされて運用されている。
・物流については先端的情報技術によって高度管理が行われ、また、貨
物鉄道駅や港湾等の貨物に関するインフラが整備されることで、鉄道・
船舶・自動車・台車が適切に組み合わされ、低炭素物流システムが形
成されている。（大量輸送機関、共同集配による効率化）
・公共交通機関の駅を中心としてトランジットモールや自転車道等が形
成されるなど、歩行者や自転車利用者、高齢者にやさしいコンパクト
な街が形成されている。
・カーシェアリングシステムが整備され、人々は必要なときに必要なサ
イズの自動車をレンタルする。
・自転車についても、高度情報技術を用いた管理システムによるレンタ
ルサービスが各所に普及。
・環状道路整備等の渋滞対策、ボトルネック踏切等の対策、多様で弾力
的な高速道路の料金施策等の推進により渋滞がなくスムーズに走れる
道路が実現。また、高度道路交通システムの活用等道路交通情報の提
供の充実等により自動車交通の運用の効率化が図られている。

・移動手段ごとのCO2の排出量の「見える化」や高度道路交通システ
ムによって、移動者は公共交通機関の運行情報をいつでも把握するこ
とができ、その情報に基づき環境負荷の小さい移動手段を選択。
・都市部での自動車利用は共同所有やレンタルが主流。
・地域の物づくりに住民はさまざまな形で積極的に参加している。
・貨物の荷主・物流事業者は低炭素な輸送手段を積極的に選択。

1人乗り
モビリティ

資料：2050日本低炭素社会シナリオチーム（独立行政法人国立環境研究所、国立大学法人京都大学、みずほ情報総研株式会社）より環境省作成

図2-4-11　低炭素社会具体的イメージ　移動
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第4節　チャレンジ25という将来世代への約束

どから発生する廃熱の利用は、現在も施設内等では比
較的多く用いられていますが、デンマークなどでは、
さらに大規模な利用がなされています。例えば、コペ
ンハーゲン市では総配管延長 1,500km の地域熱供給
システムが完成しており、約 50 万人の住民が地域暖
房ネットワークに接続済みとなっています。熱源とし
ては、化石燃料又はバイオマスを燃料とするコージェ
ネプラント（熱電併給）が約 6割、廃棄物焼却からの
廃熱が 2～3 割となっています。わが国では、現時点
では熱供給事業の搬送距離は最大でも 2km 程度と欧
米に比べ小規模な水準にとどまっていますが、熱エネ
ルギーをそのまま熱として利用することはエネルギー
効率が良く、現時点で活用されていない熱自体も多量
にあることから、今後、廃熱利用のインフラストラク
チャーが整備され、廃熱の有効活用が進むことが大い
に期待されます。
　交通・運輸部門では、陸上交通ではすでに実用化さ
れつつある電気自動車に加え、水素自動車や燃料電池
車が普通に街を走る時代がすぐにやってくるかも知れ
ません。内燃機関で動く乗り物では、自動車のほか航
空機や船舶にもイノベーションの波は押し寄せていま
す。外洋を航海し、大量に物資を輸送する船舶は、か
つて大航海時代には「風力」で走っていたものでした
が、今後また、風力や太陽光などの「再生可能エネル
ギー」で動くようになるかも知れません。平成 20 年
4 月に発足した民間プロジェクトでは、重油を燃料と
する従来のディーゼル機関に代えて燃料電池を採用し、
風力、太陽光も活用したほか、船底にはサメの肌を参
考に水の抵抗を軽減する特殊塗装も施し、現在のコン
テナ船に比べ、二酸化炭素の排出を 69％も削減でき
るエコシップを構想しました（図 2-4-12）。同プロジ
ェクトでは、2050 年を目標に二酸化炭素を排出しな
いゼロ・エミッション船の実現も目指しています。
　さらに、化石燃料に代わるエネルギー源として、現

在も太陽光やバイオマスなどが利活用されていますが、
現時点ではまだ商業利用には至っていないものとして、
ボトリオコッカスなどの微細藻類によるオイル生産が
あります。微細藻類のオイル生産性は、とうもろこし
等のほかの産油植物と比べて格段に高く、世界の石油
需要をすべてとうもろこしから産生される燃料に置き
換えたとすると、地球上の全耕作地の 14 倍もの面積
が必要となるのに対し、微細藻類では、理論上、全耕
作地の 1.8～4.2％でまかなうことが可能とされていま
す。また、究極の再生可能エネルギー技術として、
2050 年頃には宇宙空間で太陽光を利用した発電が行
われているかも知れません。地球上の限りある資源を
節約しながら使う時代から、無尽蔵でクリーンな太陽
エネルギーを、天候に左右されることなく安定的に利
用する技術。つくり出した電力はマイクロ波やレーザ
ーに変換して地上に送ります。これは一見荒唐無稽に
も思えますが、実は何百年も未来の物語ではなく、独
立行政法人科学技術振興機構において、2033 年（平
成 45 年）頃に適用されるのではないかと真剣に予想
されている「技術」なのです。

写真提供：日本郵船（株）

図2-4-12　エコシップ構想の例
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　本章では、ここまで、地球温暖化の被害の状況や対
策の経済上の効果を論じた上で、温暖化対策に関する
国内外の取組を紹介してきました。地球温暖化対策の
進め方にはさまざまなオプションがあり得ますが、い
ずれにしても、地球温暖化問題の解決のために、私た
ちの文化や豊かさが犠牲になることがあってはいけま

せん。地球温暖化の進行には、私たちの日々の活動す
べてが大きく関係しています。そして、その悪影響は、
私たちだけでなく、未来の子どもたちまで永く続きま
す。私たちは、すぐにでも手立てを講じてこの問題に
立ち向かい、温室効果ガスの排出が削減された持続可
能な経済社会、新しい日本を目指します。

まとめ

微細藻類の可能性コラム

　微細藻類は、「オイルシェル（石油頁岩）」を作
った生物として知られています。藻類には、脂肪
や炭化水素を大量に産出する種が多く、これらの
藻類をバイオマスエネルギーの原料として利用す
ることは、1970 年の石油危機後から主に米国で研
究されてきました。藻類のオイル生産能力は年間
約 47 トン～140 トン／ha と算定され、トウモロコ
シ、大豆、ベニバナ、ヒマワリ、アブラナ、オイ
ルパームなどの産油植物と比較すると、25～120 倍
もあります。
　例えば、米国の輸送で費やされるオイル量の半
分を藻類オイルで賄うとすれば、藻類の培養に必
要なプールの面積はコロラド州の 1／7～1／20 程
度にすぎない 190～560 万 ha でこと足ります。米
国では輸送部門のエネルギー消費量が全消費量の
約 7割を占めていることから、広大な砂漠を利用
した藻類ディーゼル生産技術開発が注目されてい
ます。
　緑藻類Botryococcus  braunii （以後「ボトリオコ
ッカス」という。）は、藻体乾燥重量当たり 20～70
％の重油相当の炭化水素を産出することで知られ
ている藻類です。ボトリオコッカスは、「細胞内、
及びコロニー内部にオイル成分を産出する」こと
が特徴で、細胞を壊さずにオイルのみを採取する
ことが可能です。また一般的な植物性オイルは、
金属を酸化させたり、残余オイルが固形化したり
するのに対し、この微細藻類が産出する炭化水素は、
化石燃料のように既存システムを用いて精製利用
をすることができます。筑波大学では、この有望
なボトリオコッカス株を取得しており、コスト面
で有利な大規模開放系利用の研究開発を進めてい
ます。
　筑波大学における当面の研究開発目標は、「オイ
ル生産効率を 1桁向上させる（収量で 1,000 ｔ／ha

／年）」ことです。2020 年までに実規模生産プラン
トで実証し、2025 年までにそれを社会へ適用して
いく計画を描いています。
　近年、わが国では、耕作放棄地の荒廃が問題に
なっています。22 万 ha ある「耕作放棄地」のすべ
てに微細藻類培養槽を設けることで、年間石油輸
入量に当たる 2.2 億トンのオイル生産、約 6.57 億
t-CO2／年の二酸化炭素排出削減に寄与できる可能
性があります。太陽光発電との用地競合も考えら
れますが、将来の低炭素社会においても素材製造、
飛行機燃料など、「油の火力ニーズ」は存在すると
考えられます。
　ボトリオコッカスは、国産の新しいエネルギー
として期待されています。

参考文献、写真提供：藻類バイオマスエネルギー技術の展望、筑波大学生
命環境科学研究科　渡邉　信

選択培養試料から培養株として確立されたオイル生産微細藻株
A．20mM NaHCO3条件で選抜されたボトリオコッカス培養株
B．0.35％海水条件で選抜された単細胞性緑藻株
C．20mM NaHCO3条件で選抜されたクロロコッカム様緑藻株

A

B C
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宇宙エネルギー利用システムコラム

太陽電池パネル

太陽光

宇
宙

大
気
層

地
上

マイクロ波発振器

送電アンテナ

レクテナ（受電アンテナ）

商用電源網

季節変動/夏至の影響88％

光電（DC）変換効率17％

集電効率93％

DC/マイクロ波変換効率75％

大気透過率98％

マイクロ波/DC変換効率75％

接続効率95％

出典：独立行政法人宇宙航空研究開発機構ホームページ

マイクロ波によるエネルギー伝送の概念 マイクロ波SSPSのイメージ

　宇宙エネルギー利用システム（SSPS：Space 
Solar Power Systems）とは、太陽光という無尽蔵
なクリーンエネルギーを赤道上空約 36,000kmの静
止軌道上で収集し地上へ送り届けるエネルギー供
給施設です。
　SSPS のシステム構成や形状については、これま
でに国内外でさまざまな種類のものが検討されて

きています。一例として、マイクロ波 SSPS は、静
止軌道上の太陽電池で発電した電力をマイクロ波
に変換して地上に伝送します。地上では、受けた
マイクロ波を電力に再度変換して利用します。軌
道上の集光設備を直径数 kmの規模とすることで
100 万 kW程度（原子力発電所 1基分相当）の発電
を行うことができます。


